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【１ 法令、条例、規則、要綱等】 
 

災 害 対 策 基 本 法（抜粋） 
昭和36年11月25日   

               法律第２２３号   
（市町村の責務） 
第５条 市町村は、基本理念にのつとり、基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地域並

びに当該市町村の住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方

公共団体の協力を得て、当該市町村の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づ

きこれを実施する責務を有する。 
２ 市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団その他の組織の整備並びに当

該市町村の区域内の公共的団体その他の防災に関する組織及び自主防災組織の充実を図るほか、

住民の自発的な防災活動の促進を図り、市町村の有する全ての機能を十分に発揮するように努

めなければならない。 
３ 消防機関、水防団その他市町村の機関は、その所掌事務を遂行するにあたっては、第１項

に規定する市町村の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなければならな

い。 

（地方公共団体相互の協力） 

第５条の２ 地方公共団体は、第４条第１項及び前条第１項に規定する責務を十分に果た

すため必要があるときは、相互に協力するように努めなければならない。 

（国及び地方公共団体とボランティアとの連携） 

第５条の３ 国及び地方公共団体は、ボランティアによる防災活動が災害時において果たす役

割の重要性に鑑み、その自主性を尊重しつつ、ボランティアとの連携に努めなければならない。 

（指定公共機関及び指定地方公共機関の責務） 

第６条 指定公共機関及び指定地方公共機関は、基本理念にのつとり、その業務に係る防災に

関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、この法律の規定による国、

都道府県及び市町村の防災計画の作成及び実施が円滑に行われるように、その業務について、

当該都道府県又は市町村に対し、協力する責務を有する。 
２ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性にかんがみ、それぞ

れその業務を通じて防災に寄与しなければならない。 
（住民等の責務） 
第７条 地方公共団体の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者その他法令の規定に

よる防災に関する責務を有する者は、基本理念にのつとり、法令又は地域防災計画の定めると

ころにより、誠実にその責務を果たさなければならない。 
２ 災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業とする

者は、基本理念にのつとり、災害時においてもこれらの事業活動を継続的に実施するとともに、

当該事業活動に関し、国又は地方公共団体が実施する防災に関する施策に協力するように努め

なければならない。 

３ 前２項に規定するもののほか、地方公共団体の住民は、基本理念にのつとり、食品、飲料

水その他の生活必需物資の備蓄その他の自ら災害に備えるための手段を講ずるとともに、防災

訓練その他の自発的な防災活動への参加、過去の災害から得られた教訓の伝承その他の取組に

より防災に寄与するように努めなければならない。 
（市町村防災会議） 
第16条 市町村に、当該市町村の地域に係る地域防災計画を作成し、及びその実施を推進する

ほか、市町村長の諮問に応じて当該市町村の地域に係る防災に関する重要事項を審議する

ため、市町村防災会議を置く。 
６ 市町村防災会議の組織及び所掌事務は、都道府県防災会議の組織及び所掌事務の例に準じ

て、当該市町村の条例（第２項の規定により設置された市町村防災会議にあっては、規約）で

定める。 
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（関係行政機関等に対する協力要求） 
第21条 都道府県防災会議及び市町村防災会議（地方防災会議の協議会を含む。以下次条にお

いて「地方防災会議等」という。）は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるとき

は、関係行政機関の長及び関係地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定

公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の表

明その他必要な協力を求めることができる。 
（市町村災害対策本部） 
第23条の２ 市町村の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合にお

いて、防災の推進を図るため必要があると認めるときは、市町村長は、市町村地域防災計画の

定めるところにより、市町村災害対策本部を設置することができる。 
２ 市町村災害対策本部の長は、市町村災害対策本部長とし、市町村長をもって充てる。 
３ 市町村災害対策本部に、市町村災害対策副本部長、市町村災害対策本部員その他の職員を

置き、当該市町村の職員又は当該市町村の区域を管轄する消防長若しくはその指名する消防吏

員のうちから、当該市町村の市町村長が任命する。 
４ 市町村災害対策本部は、市町村地域防災計画の定めるところにより、次に掲げる事務を行

う。この場合において、市町村災害対策本部は、必要に応じ、関係指定地方行政機関、関係

地方公共団体、関係指定公共機関及び関係指定地方公共機関との連携の確保に努めなけれ

ばならない。 
一 当該市町村の地域に係る災害に関する情報を収集すること。 

二 当該市町村の地域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための

方針を作成し、並びに当該方針に沿って災害予防及び災害応急対策を実施すること。 

５ 市町村長は、市町村地域防災計画の定めるところにより、市町村災害対策本部に、災

害地にあって当該市町村災害対策本部の事務の一部を行う組織として、市町村現地災害対

策本部を置くことができる。 

６ 市町村災害対策本部長は、当該市町村の教育委員会に対し、当該市町村の地域に係る災害

予防又は災害応急対策を実施するため必要な限度において、必要な指示をすることができる。 

７ 前条７項の規定は、市町村災害対策本部長について準用する。この場合において、同項中

「当該都道府県の」とあるのは、「当該市町村の」と読み替えるものとする。 
８ 前各項に規定するもののほか、市町村災害対策本部に関し必要な事項は、市町村の条例で

定める。 
（職員の派遣の要請） 
第29条 都道府県知事又は都道府県の委員会若しくは委員（以下「都道府県知事等」という。）

は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、政令で定めるところにより、指定行

政機関の長、指定地方行政機関の長又は指定公共機関（独立行政法人通則法第２条第４項に規

定する行政執行法人に限る。以下この節において同じ。）に対し、当該指定行政機関、指定地

方行政機関又は指定公共機関の職員の派遣を要請することができる。 
２ 市町村長又は市町村の委員会若しくは委員（以下「市町村長等」という。）は、災害応急

対策又は災害復旧のため必要があるときは、政令で定めるところにより、指定地方行政機関の

長又は指定公共機関（その業務の内容その他の事情を勘案して市町村の地域に係る災害応急対

策又は災害復旧に特に寄与するものとしてそれぞれ地域を限って内閣総理大臣が指定するもの

に限る。次条において「特定公共機関」という。）に対し、当該指定地方行政機関又は指定公

共機関の職員の派遣を要請することができる。 
３ 都道府県又は市町村の委員会又は委員は、前２項の規定により職員の派遣を要請しようと

するときは、あらかじめ、当該都道府県の知事又は当該市町村の市町村長に協議しなければな

らない。 
（職員の派遣のあっせん） 
第30条 都道府県知事等又は市町村長等は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるとき

は、政令で定めるところにより、内閣総理大臣又は都道府県知事に対し、それぞれ、指定行政

機関、指定地方行政機関若しくは指定公共機関又は指定地方行政機関若しくは特定公共機関の
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職員の派遣についてあっせんを求めることができる。 
２ 都道府県知事等又は市町村長等は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、

政令で定めるところにより、内閣総理大臣又は都道府県知事に対し、それぞれ、地方自治法第

252条の17の規定による職員の派遣について、又は同条の規定による職員の派遣若しくは地方

独立行政法人法第124条第１項の規定による職員（指定地方公共機関である同法第２条第２

項に規定する特定地方独立行政法人（次条において「特定地方公共機関」という。）の職員

に限る。）の派遣についてあっせんを求めることができる。 
３ 前条第３項の規定は、前２項の規定によりあっせんを求めようとする場合について準用す

る。 

（職員の派遣義務） 

第31条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、都道府県知事等及び市町村長等並

びに指定公共機関及び特定地方公共機関は、前２条の規定による要請又はあつせんがあつ

たときは、その所掌事務又は業務の遂行に著しい支障のない限り、適任と認める職員を派

遣しなければならない。 

（派遣職員の身分取扱い） 
第32条 都道府県又は市町村は、前条又は他の法律の規定により災害応急対策又は災害復旧の

ため派遣された職員に対し、政令で定めるところにより、災害派遣手当を支給することができ

る。 
２ 前項に規定するもののほか、前条の規定により指定行政機関、指定地方行政機関又は指定

公共機関から派遣された職員の身分取扱いに関し必要な事項は、政令で定める。 
（市町村地域防災計画） 
第42条 市町村防災会議（市町村防災会議を設置しない市町村にあっては、当該市町村の市町

村長。以下この条において同じ。）は、防災基本計画に基づき、当該市町村の地域に係る市町

村地域防災計画を作成し、及び毎年市町村地域防災計画に検討を加え、必要があると認めると

きは、これを修正しなければならない。この場合において、当該市町村地域防災計画は、防災

業務計画又は当該市町村を包括する都道府県の都道府県地域防災計画に抵触するものであって

はならない。 
２ 市町村地域防災計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 
一 当該市町村の地域に係る防災に関し、当該市町村及び当該市町村の区域内の公共的団体そ

の他防災上重要な施設の管理者（第４項において「当該市町村等」という。）の処理すべき事

務又は業務の大綱 
二 当該市町村の地域に係る防災施設の新設又は改良、防災のための調査研究、教育及び訓練

その他の災害予防、情報の収集及び伝達、災害に関する予報又は警報の発令及び伝達、避難、

消火、水防、救難、救助、衛生その他の災害応急対策並びに災害復旧に関する事項別の計画 
三 当該市町村の地域に係る災害に関する前号に掲げる措置に要する労務、施設、設備、物資、

資金等の整備、備蓄、調達、配分、輸送、通信等に関する計画 

３ 市町村地域防災計画は、前項各号に掲げるもののほか、市町村内の一定の地区内の居住者

及び当該地区に事業所を有する事業者（以下この項及び次条において「地区居住者等」という。）

が共同して行う防災訓練、地区居住者等による防災活動に必要な物資及び資材の備蓄、災害が

発生した場合における地区居住者等の相互の支援その他の当該地区における防災活動に関する

計画（同条において「地区防災計画」という。）について定めることができる。 
４ 市町村防災会議は、市町村地域防災計画を定めるに当たっては、災害が発生した場合にお

いて当該市町村等が円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援することができるよう

配慮するものとする。 
５ 市町村防災会議は、第１項の規定により市町村地域防災計画を作成し、又は修正したとき

は、速やかにこれを都道府県知事に報告するとともに、その要旨を公表しなければならない。 

７ 第21条の規定は、市町村長が第１項の規定により市町村地域防災計画を作成し、又は修正

する場合について準用する。 
（防災訓練義務） 
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第48条 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、それぞれ又は他の災害

予防責任者と共同して、防災訓練を行なわなければならない。 
３ 災害予防責任者の属する機関の職員その他の従業員又は災害予防責任者の使用人その他の

従業者は、防災計画及び災害予防責任者の定めるところにより、第１項の防災訓練に参加しな

ければならない。 
４ 災害予防責任者は、第１項の防災訓練を行おうとするときは、住民その他関係のある公私

の団体に協力を求めることができる。 
（防災に必要な物資及び資材の備蓄等の義務） 
第49条 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌事務又は業務

に係る災害応急対策又は災害復旧に必要な物資及び資材を備蓄し、整備し、若しくは点検し、

又はその管理に属する防災に関する施設及び設備を整備し、若しくは点検しなければならない。 

（円滑な相互応援の実施のために必要な措置） 

第49条の２ 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌事務

又は業務について、災害応急対策又は災害復旧の実施に際し他の者の応援を受け、又は他

の者を応援することを必要とする事態に備え、相互応援に関する協定の締結、共同防災訓

練の実施その他円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援するために必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

（物資供給事業者等の協力を得るために必要な措置） 

第49条の３ 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌事務又は

業務について、災害応急対策又は災害復旧の実施に際し物資供給事業者等（災害応急対策又は

災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業とする者その他災害応急対策

又は災害復旧に関する活動を行う民間の団体をいう。以下この条において同じ。）の協力を得

ることを必要とする事態に備え、協定の締結その他円滑に物資供給事業者等の協力を得るため

に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（被害状況等の報告） 
第53条 市町村は、当該市町村の区域内に災害が発生したときは、政令で定めるところにより、

速やかに、当該災害の状況及びこれに対して執られた措置の概要を都道府県（都道府県に報告

できない場合にあっては、内閣総理大臣）に報告しなければならない。 

５ 第１項から前項までの規定による報告に係る災害が非常災害であると認められるとき

は、市町村、都道府県、指定公共機関の代表者又は指定行政機関の長は、当該非常災害の

規模の把握のため必要な情報の収集に特に意を用いなければならない。 

（発見者の通報義務等） 

第54条 災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、遅滞なく、その旨を市

町村長又は警察官若しくは海上保安官に通報しなければならない。 

２ 何人も、前項の通報が最も迅速に到達するように協力しなければならない。 

３ 第１項の通報を受けた警察官又は海上保安官は、その旨をすみやかに市町村長に通報

しなければならない。 

４ 第１項又は前項の通報を受けた市町村長は、地域防災計画の定めるところにより、そ

の旨を気象庁その他の関係機関に通報しなければならない。 

（市町村長の警報の伝達及び警告） 
第56条 市町村長は、法令の規定により災害に関する予報若しくは警報の通知を受けたとき、

自ら災害に関する予報若しくは警報を知ったとき、法令の規定により自ら災害に関する警報を

したとき、又は前条の通知を受けたときは、地域防災計画の定めるところにより、当該予報若

しくは警報又は通知に係る事項を関係機関及び住民その他関係のある公私の団体に伝達しなけ

ればならない。この場合において、必要があると認めるときは、市町村長は、住民その他関係

のある公私の団体に対し、予想される災害の事態及びこれに対してとるべき避難のための立退

きの準備その他の措置について、必要な通知又は警告をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定により必要な通知又は警告をするに当たつては、要配慮者に対し
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て、その円滑かつ迅速な避難の確保が図られるよう必要な情報の提供その他の必要な配慮をす

るものとする。 
（警報の伝達等のための通信設備の優先利用等） 
第57条 前２条の規定による通知、要請、伝達又は警告が緊急を要するものである場合におい

て、その通信のため特別の必要があるときは、都道府県知事又は市町村長は、他の法律に特別

の定めがある場合を除くほか、政令で定めるところにより、電気通信事業法（昭和59年法律第

86号）第２条第５号に規定する電気通信事業者がその事業の用に供する電気通信設備を優先的

に利用し、若しくは有線電気通信法（昭和28年法律第96号）第３条第４項第４号に掲げる者が

設置する有線電気通信設備若しくは無線設備を使用し、又は放送法（昭和25年法律第132号）第

２条第23号に規定する基幹放送事業者に放送を行うことを求め、若しくはインターネットを利

用した情報の提供に関する事業活動であつて政令で定めるものを行う者にインターネットを利

用した情報の提供を行うことを求めることができる。 

（市町村長の出動命令等） 

第58条 市町村長は、災害が発生するおそれがあるときは、法令又は市町村地域防災計画

の定めるところにより、消防機関若しくは水防団に出動の準備をさせ、若しくは出動を命

じ、又は消防吏員（当該市町村の職員である者を除く。）、警察官若しくは海上保安官の出

動を求める等災害応急対策責任者に対し、応急措置の実施に必要な準備をすることを要請

し、若しくは求めなければならない。 

（市町村長の事前措置等） 

第59条 市町村長は、災害が発生するおそれがあるときは、災害が発生した場合において

その災害を拡大させるおそれがあると認められる設備又は物件の占有者、所有者又は管理

者に対し、災害の拡大を防止するため必要な限度において、当該設備又は物件の除去、保

安その他必要な措置をとることを指示することができる。 

２ 警察署長又は政令で定める管区海上保安本部の事務所の長（以下この項、第６４条及

び第６６条において「警察署長等」という。）は、市町村長から要求があつたときは、前項

に規定する指示を行なうことができる。この場合において、同項に規定する指示を行なつ

たときは、警察署長等は、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。 

（市町村長の避難の指示等） 
第60条 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を災害か

ら保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、市町村長は、必

要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立退きを指示することができる。 
２ 前項の規定により避難のための立退きを指示する場合において、必要があると認めるとき

は、市町村長は、その立退き先として指定緊急避難場所その他の避難場所を指示することがで

きる。 
３ 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、避難のための立退きを行

うことによりかえつて人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがあり、かつ、事態に照らし緊急

を要すると認めるときは、市町村長は、必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、高

所への移動、近傍の堅固な建物への退避、屋内の屋外に面する開口部から離れた場所での待避

その他の緊急に安全を確保するための措置（以下「緊急安全確保措置」という。）を指示する

ことができる。 

４ 市町村長は、第１項の規定により避難のための立退きを指示し、若しくは立退き先を指示

し、又は前項の規定により緊急安全確保措置を指示したときは、速やかに、その旨を都道府県

知事に報告しなければならない。 
５ 市町村長は、避難の必要がなくなったときは、直ちに、その旨を公示しなければならない。

前項の規定は、この場合について準用する。 
（警察官等の避難の指示） 
第61条 前条第１項又は第３項の場合において、市町村長が同条第１項に規定する避難のため

の立退き若しくは緊急安全確保措置を指示することができないと認めるとき、又は市町村長か
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ら要求があったときは、警察官又は海上保安官は、必要と認める地域の必要と認める居住者等

に対し、避難のための立退き又は緊急安全確保措置を指示することができる。 
２ 前条第２項の規定は、警察官又は海上保安官が前項の規定により避難のための立退きを指

示する場合について準用する。 

３ 警察官又は海上保安官は、第１項の規定により避難のための立退き又は緊急安全確保措置

を指示したときは、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。 
４ 前条第４項及び第５項の規定は、前項の通知を受けた市町村長について準用する。 

（指定行政機関の長等による助言） 

第61条の２ 市町村長は、第60条第１項の規定により避難のための立退きを指示し、又は

同条第３項の規定により緊急安全確保措置を指示しようとする場合において、必要がある

と認めるときは、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事に対

し、当該指示に関する事項について、助言を求めることができる。この場合において、助

言を求められた指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事は、そ

の所掌事務に関し、必要な助言をするものとする。 

（避難の指示等のための通信設備の優先利用等） 

第61条の３ 第57条の規定は、市町村長が第60条第１項の規定により避難のための立退き

を指示し、又は同条第３項の規定により緊急安全確保措置を指示する場合（同条第６項の

規定により都道府県知事が市町村長の事務を代行する場合を含む。）について準用する。 

（市町村の応急措置） 

第62条 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとし

ているときは、法令又は地域防災計画の定めるところにより、消防、水防、救助その他災

害の発生を防禦（ぎよ）し、又は災害の拡大を防止するために必要な応急措置（以下「応急

措置」という。）をすみやかに実施しなければならない。 

２ 市町村の委員会又は委員、市町村の区域内の公共的団体及び防災上重要な施設の管理

者その他法令の規定により応急措置の実施の責任を有する者は、当該市町村の地域に係る

災害が発生し、又はまさに発生しようとしているときは、地域防災計画の定めるところに

より、市町村長の所轄の下にその所掌事務若しくは所掌業務に係る応急措置を実施し、又

は市町村長の実施する応急措置に協力しなければならない。 

（市町村長の警戒区域設定権等） 
第63条 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は身体に

対する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、市町村長は、警戒区域を設定し、

災害応急対策に従事する者以外の者に対して当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、

又は当該区域からの退去を命ずることができる。 
２ 前項の場合において、市町村長若しくはその委任を受けて同項に規定する市町村長の職権

を行う市町村の職員が現場にいないとき、又はこれらの者から要求があったときは、警察官又

は海上保安官は、同項に規定する市町村長の職権を行うことができる。この場合において、同

項に規定する市町村長の職権を行ったときは、警察官又は海上保安官は、直ちに、その旨を市

町村長に通知しなければならない。 

３ 第１項の規定は、市町村長その他同項に規定する市町村長の職権を行うことができる者が

その場にいない場合に限り、自衛隊法（昭和29年法律第165号）第83条第２項の規定により派遣

を命ぜられた同法第８条に規定する部隊等の自衛官（以下「災害派遣を命ぜられた部隊等の自

衛官」という。）の職務の執行について準用する。この場合において、第１項に規定する措置

をとつたときは、当該災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、直ちに、その旨を市町村長に

通知しなければならない。 

４ 第61条の２の規定は、第１項の規定により警戒区域を設定しようとする場合について準用

する。 
（他の市町村長等に対する応援の要求） 
第67条 市町村長等は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがある場

http://www.houko.com/00/01/S29/165.HTM#083
http://www.houko.com/00/01/S29/165.HTM#008
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合において、災害応急対策を実施するため必要があると認めるときは、他の市町村の市町村長

等に対し、応援を求めることができる。この場合において、応急措置を実施するための応援を

求められた市町村長等は、正当な理由がない限り、応援を拒んではならない。 
２  前項の応援に従事する者は、災害応急対策の実施については、当該応援を求めた市町村長

等の指揮の下に行動するものとする。 
（都道府県知事等に対する応援の要求等） 
第68条 市町村長等は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合において、災害応急対策を実施するため必要があると認めるときは、都道府県知事等に対し、

応援を求め、又は災害応急対策の実施を要請することができる。この場合において、応援を求

められ、又は災害応急対策の実施を要請された都道府県知事等は、正当な理由がない限り、

応援又は災害応急対策の実施を拒んではならない。 

（激甚
じん

災害の応急措置及び災害復旧に関する経費の負担区分等） 
第97条 政府は、著しく激甚である災害（以下「激甚災害」という。）が発生したときは、別

に法律で定めるところにより、応急措置及び災害復旧が迅速かつ適切に行なわれるよう措置す

るとともに、激甚災害を受けた地方公共団体等の経費の負担の適正を図るため、又は被災者の

災害復興の意欲を振作するため、必要な施策を講ずるものとする。  
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災害対策基本法における市町村長等に関する規定一覧 

 

１ 第13条第1項（中央防災会議の行う資料の提出等の対象となること） 

２ 第16条第6項（市町村防災会議の会長に充てられること等） 

３ 第21条（地方防災会議等の行う協力等の要求の対象となること） 

４ 第23条の2第1項（災害対策本部の設置） 

５ 第23条の2第2項（災害対策本部長に充てられること） 

６ 第23条の2第6項（災害対策本部長として教育委員会に対し指示すること） 

７ 第29条第2項（指定地方行政機関の長に対する職員の派遣の要請） 

８ 第30条第1項及び第2項（都道府県知事に対し指定地方行政機関等の職員の派遣のあっせん

を求めること） 

９ 第45条（地方防災会議の会長が行う要請等及び報告要求等の対象となること） 

10 第46条第2項（法令又は防災計画の定めるところにより、災害予防を実施しなければなら

ないこと） 

11 第47条（法令又は防災計画の定めるところにより、組織を整備しなければならないこと） 

12 第48条（法令又は防災計画の定めるところにより、防災訓練を行わなければならないこ

と） 

13 第49条（法令又は防災計画の定めるところにより、物資の備蓄等をしなければならないこ

と） 

14 第50条第2項（法令又は防災計画の定めるところにより、災害応急対策を実施しなければ

ならないこと） 

15 第51条（法令又は防災計画の定めるところにより、災害に関する情報の収集等に努めなけ

ればならないこと） 

16 第53条第1項（市町村は被害状況等を報告すること） 

17 第54条第4項（地域防災計画の定めるところにより、気象庁等に通報すること） 

18 第55条（都道府県知事から通知等を受けること） 

19 第56条（警報の伝達及び警告をすること） 

20 第57条（通信設備の優先利用等） 

21 第58条（出動命令等） 

22 第59条（事前措置等） 

23 第60条（避難指示等） 

24 第62条第1項（応急措置） 

25 第63条第1項（警戒区域設定権等） 

26 第64条及び第65条（応急公用負担等） 

27 第67条第1項（他の市町村の長等に対し応援を求めること及び他の市町村の長から応援を

求められること） 

28 第68条第1項（都道府県知事に応援を求められること及び都道府県知事に応急措置の実施

を要請することができること） 

29 第72条第1項（都道府県知事の行う指示の対象となること） 

30 第77条第2項（指定行政機関の長等から応急措置の実施を要請されること） 

31 第79条（通信設備の優先使用権） 

32 第80条第2項（指定公共機関等から応援を求められること） 

33 第87条（法令又は防災計画の定めるところにより、災害復旧を実施すること） 

 

第２ 市町村防災会議に関する規定 
１  第13条第2項（中央防災会議の行う勧告等の対象となること。） 
２  第16条（市町村防災会議の設置等） 
３  第21条（関係行政機関の長等に対し協力等を求め得ること。） 
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４  第22条第2項（都道府県防災会議の行う勧告等の対象となること。） 
５  第23条第4項（災害対策本部は地方防災会議と緊密に連絡するべきこと。） 
６  第42条（市町村地域防災計画の作成等） 
７  第45条（市町村の長、その他の執行機関等に対し要請等をし、および報告等を求め得るこ

と。） 
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災害対策基本法による指定機関名一覧 

 
１ 指定行政機関（災害対策基本法第２条第３号）（平成12年12月15日総理府告示第62号） 

内閣総理大臣指定 

内閣府、国家公安委員会、警察庁、金融庁、消費者庁、こども家庭庁、総務省、消防庁、法務

省、外務省、財務省、文部科学省、文化庁、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、資源エネル

ギー庁、中小企業庁、国土交通省、国土地理院、気象庁、海上保安庁、環境省、原子力規制委

員会、防衛省 

２ 指定地方行政機関（災害対策基本法第２条第４号）（平成27年4月1日内閣府告示第52号） 

内閣総理大臣指定 

沖縄総合事務局、管区警察局、管区行政評価局、沖縄行政評価事務所、総合通信局、沖縄総合

通信事務所、財務局、地方厚生局、都道府県労働局、地方農政局、北海道農政事務所、森林管

理局、経済産業局、産業保安監督部、那覇産業保安監督事務所、地方整備局、北海道開発局、

地方運輸局、地方航空局、地方測量部及び沖縄支所、管区気象台、沖縄気象台、管区海上保安

本部、地方環境事務所、地方防衛局 

３ 指定公共機関（災害対策基本法第２条第５号）（平成29年7月1日内閣府施行） 

内閣総理大臣指定 

国立研究開発法人防災科学技術研究所、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研

究開発法人日本原子力研究開発機構、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人地域医療機能

推進機構、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構、国立研究開発法人森林研究・

整備機構、国立研究開発法人水産研究・教育機構、国立研究開発法人土木研究所、国立研究開

発法人建築研究所、国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所、独立行政法人水資源機構、

独立行政法人都市再生機構、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構、日本銀行、日本

赤十字社、日本放送協会、電力広域的運営推進機関、国立健康危機管理研究機構、東日本高速

道路株式会社、首都高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会社、

阪神高速道路株式会社、本州四国連絡高速道路株式会社、成田国際空港株式会社、新関西国際

空港株式会社、中部国際空港株式会社、北海道旅客鉄道株式会社、東日本旅客鉄道株式会社、

東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社、四国旅客鉄道株式会社、九州旅客鉄道株式

会社、日本貨物鉄道株式会社、ＮＴＴ株式会社、ＮＴＴ東日本株式会社、ＮＴＴ西日本株式会

社、日本郵便株式会社、東京瓦斯株式会社、東京ガスネットワーク株式会社、大阪瓦斯株式会

社、大阪ガスネットワーク株式会社、東邦瓦斯株式会社、東邦ガスネットワーク株式会社、西

部瓦斯株式会社、岩谷産業株式会社、アストモスエネルギー株式会社、株式会社ジャパンガス

エナジー、ＥＮＥＯＳグローブ株式会社、ジクシス株式会社、出光興産株式会社、太陽石油株

式会社、コスモ石油株式会社、富士石油株式会社、ＥＮＥＯＳ株式会社、日本通運株式会社、

福山通運株式会社、佐川急便株式会社、ヤマト運輸株式会社、西濃運輸株式会社、北海道電力

株式会社、北海道電力ネットワーク株式会社、東北電力株式会社、東北電力ネットワーク株式

会社、東京電力ホールディングス株式会社、東京電力リニューアブルパワー株式会社、東京電

力パワーグリッド株式会社、東京電力エナジーパートナー株式会社、北陸電力株式会社、北陸

電力送配電株式会社、中部電力株式会社、中部電力パワーグリッド株式会社、中部電力ミライ

ズ株式会社、関西電力株式会社、関西電力送配電株式会社、中国電力株式会社、中国電力ネッ

トワーク株式会社、四国電力株式会社、四国電力送配電株式会社、九州電力株式会社、九州電

力送配電株式会社、沖縄電力株式会社、株式会社ＪＥＲＡ、電源開発株式会社、電源開発送変

電ネットワーク株式会社、日本原子力発電株式会社、ＫＤＤＩ株式会社、株式会社ＮＴＴドコ

モ、ＮＴＴドコモビジネス株式会社、ソフトバンク株式会社、楽天モバイル株式会社、輸出入・

港湾関連情報処理センター株式会社、株式会社イトーヨーカ堂、イオン株式会社、ユニー株式

会社、株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株式会社ローソン、株式会社ファミリーマート、

株式会社セブン＆アイ・ホールディングス、公益社団法人全日本トラック協会、一般社団法人

全国建設業協会、公益社団法人日本医師会、一般社団法人日本建設業連合会、一般社団法人全

国中小建設業協会、一般社団法人ＡＺ－ＣＯＭネットワーク、特定非営利活動法人全国災害ボ
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ランティア支援団体ネットワーク 

４ 指定地方公共機関（災害対策基本法第２条第６号） 

香川県知事指定 

満濃池土地改良区、財田川沿岸土地改良区、豊稔池土地改良区、四国瓦斯株式会社、高松琴平

電気鉄道株式会社、西日本放送株式会社、株式会社四国新聞社、株式会社瀬戸内海放送、香川

県離島航路事業協同組合、株式会社エフエム香川、ＲＳＫ山陽放送株式会社、岡山放送株式会

社、テレビせとうち株式会社、公益社団法人香川県看護協会、一般社団法人香川県医師会、一

般社団法人香川県バス協会、一般社団法人香川県トラック協会、ジャンボフェリー株式会社、

一般社団法人香川県エルピーガス協会 
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災 害 救 助 法（抜粋） 
昭和22年10月18日  

               法律第118号  
（救助の対象） 
第２条 この法律による救助（以下「救助」という。）は、この法律に別段の定めがある場合

を除き、都道府県知事が、政令で定める程度の災害が発生した市（特別区を含む。以下同じ。）

町村（第３項及び第11条において「災害発生市町村」という。）の区域（地方自治法（昭和22

年法律第67号）第252条の19第１項の指定都市（次条第２項において「指定都市」という。）に

あっては、当該市の区域又は当該市の区若しくは総合区の区域とする。以下この条並びに次条

第１項及び第２項において同じ。）内において当該災害により被害を受け、現に救助を必要と

する者に対して、これを行う。 
（救助の種類等） 
第４条 救助の種類は、次のとおりとする。 
１ 避難所及び応急仮設住宅の供与 
２ 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 
３ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 
４ 医療及び助産 
５ 被災者の救出 

６ 福祉サービスの提供 
７ 被災した住宅の応急修理 
８ 生業に必要な資金、器具又は資料の給与又は貸与 
９ 学用品の給与 
10 埋葬 
11 前各号に規定するもののほか、政令で定めるもの 
（事務処理の特例） 
第13条 都道府県知事は、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、政令で定めると

ころにより、その権限に属する救助の実施に関する事務の一部を災害発生市町村等の長が行う

こととすることができる。 
２ 前項の規定により災害発生市町村等の長が行う事務を除くほか、災害発生市町村等の長は、

都道府県知事が行う救助を補助するものとする。 
（費用の支弁区分） 
第18条 第４条の規定による救助に要する費用（救助の事務を行うのに必要な費用を含む。）

は、救助を行った都道府県知事等の統括する都道府県等が、これを支弁する。 
（繰替支弁） 
第30条 都道府県知事は、第13条第１項の規定により救助の実施に関するその権限に属する事

務の一部を災害発生市町村等の長が行うこととした場合又は都道府県が救助に要する費用を支

弁するいとまがない場合においては、当該救助に係る災害発生市町村等に、救助の実施に要す

る費用を一時繰替支弁させることができる。 
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応急対策職員派遣制度に関する要綱 
 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、大規模災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に全国の地方公共団

体の人的資源を最大限に活用して被災市区町村を支援するための全国一元的な応援職員の派遣

の仕組みである応急対策職員派遣制度について基本的な事項を定めるとともに、その運用に当

たり関係機関と総務省とが協力して実施する事項その他必要な事項を定めることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、関係法令において使用する用語の例によるほか、次

の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）大規模災害とは、被災市区町村を包括する被災都道府県及び当該被災都道府県の区域内

の市区町村による応援職員の派遣だけでは被災市区町村において完結して災害対応業務を実施

できない規模の災害をいう。 

（２）地域ブロックとは、「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定」第１条

に定めるブロックをいう。ただし、中国ブロック及び四国ブロックについては、合わせて一の

地域ブロックとする。 

（３）地域ブロック幹事都道府県とは、「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する

協定」第３条第１項に定める幹事県をいう。ただし、中国・四国ブロックについては、中国ブ

ロック又は四国ブロックの幹事県のうちいずれか一の幹事県とする。 

（４）地域ブロック内の地方公共団体とは、別表に定める地域ブロック内の都道府県及び当該

都道府県の区域内の市区町村をいう。 

（５）被災都道府県内の地方公共団体とは、被災市区町村を包括する被災都道府県及び当該被

災都道府県の区域内の市区町村（被災市区町村を除く。）をいう。 

（６）関係団体とは、全国知事会、全国市長会、全国町村会及び指定都市市長会をいう。 

（７）関係機関とは、関係省庁、関係団体及び地方公共団体をいう。 

（８）関係都道府県とは、被災地域ブロック幹事都道府県及び被災都道府県をいう。 

（９）対口支援方式とは、被災市区町村ごとに都道府県又は指定都市を原則として１対１で割

り当てることにより、担当する都道府県又は指定都市（以下「対口支援団体」という。）を決

定し、対口支援団体が基本的に自ら完結して応援職員を派遣することをいう。 

（10）災害マネジメント総括支援員とは、被災市区町村の長への助言、幹部職員との調整、被

災市区町村における応援職員のニーズ等の把握、被災都道府県をはじめとする関係機関及び総

務省との連携等を通じて、被災市区町村が行う災害マネジメントを総括的に支援するために、

地方公共団体が応援職員として派遣する者として、総務省が管理する名簿に登録されている者

をいう。 

（11）災害マネジメント支援員とは、災害マネジメント総括支援員の補佐を行うために、地方

公共団体が応援職員として派遣する者として、総務省が管理する名簿に登録されている者をい

う。 

（12）総括支援チームとは、被災市区町村への応援職員派遣の協力依頼に先立ち、被災市区町

村の被害状況や応援職員のニーズ把握を行うほか、被災市区町村が行う災害マネジメントを総

括的に支援するために、地方公共団体が災害マネジメント総括支援員及び災害マネジメント支

援員等で編成し、被災市区町村に派遣するチームをいう。 

 

第２章 応急対策職員派遣制度の基本的な事項 

 

（基本的な事項） 

第３条 本制度の基本的な事項は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）本制度は、地方公共団体の相互の協力によることを旨とするものであること。 
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（２）本制度は、地方公共団体間の災害時相互応援協定等を妨げるものではないこと。 

（３）本制度に基づく応援職員の派遣の形態は、職務命令による短期の派遣（公務出張）を基

本とするものであること。 

（４）本制度に基づく応援職員の派遣の目的は、被災市区町村の長の指揮の下、次に掲げる業

務に携わるものであること。 

（ア）災害応急対策を中心とした災害対応業務のうち、避難所の運営及び罹災証明書の交付の

ほか、本制度以外の仕組み等において対象としていない業務を支援すること。ただし、本制度

以外の仕組み等と必要な連携を図るものであること。 

（イ）被災市区町村の長への助言、幹部職員との調整、被災市区町村における応援職員のニー

ズ等の把握、被災都道府県をはじめとする関係機関及び総務省との連携等を通じて、被災市区

町村が行う災害マネジメントを総括的に支援すること。 

（５）前号アのための応援職員は、次に掲げるように派遣することを基本とするものであるこ

と。 

ただし、災害の規模、態様等に応じ柔軟な対応を図るものであること。 

（ア）最初に被災地域ブロック内を中心とした地方公共団体が応援職員を派遣すること（以下

「第１段階支援」という。）とし、第１段階支援だけでは被災市区町村において完結して災害

対応業務を実施できない場合には、第１段階支援を補完するため全国の地方公共団体が応援職

員を派遣すること（以下「第２段階支援」という。）。 

（イ）対口支援方式により応援職員を派遣すること。 

（ウ）都道府県及び当該都道府県の区域内の市区町村（指定都市を除く。）が一体的に応援職

員を派遣すること（以下「一体的支援」という。）。 

（６）第４号イのための応援職員は、総括支援チームを派遣するものであること。 

（関係機関の連携） 

第４条 関係機関及び総務省は、本制度に基づく応援職員の派遣が密接な連携の下に円滑かつ効

果的に実施されるように相互に連絡調整を行うものとする。 

 

第３章 大規模災害時における応急対策職員派遣制度に係る対応等 

 

（情報の収集及び共有） 

第５条 総務省は、震度６弱以上の地震が観測された場合又はそれに相当する程度の災害が発生

し、又は発生するおそれがあると考えられる場合には、応援職員の派遣に関し、関係省庁、関

係団体及び関係都道府県（以下「関係省庁等」という。）からの情報の収集及び関係省庁等と

の情報の共有を行うものとする。 

２ 総務省は、前項の規定により情報の収集及び共有を開始する場合には、関係省庁等に対しそ

の旨を連絡するものとし、連絡を受けた関係省庁等は、総務省に対し応援職員の派遣に関して

得られた情報を提供するものとする。 

３ 前２項の規定による情報の収集、共有及び提供は、主として電話、電子メール、ファクシミ

リ等により行うものとし、必要に応じて会議の開催により行うものとする。 

４ 被災地域ブロック幹事都道府県は、自らが被災した等の場合には、本要綱における被災地域

ブロック幹事都道府県の役割について、被災地域ブロック内の他の都道府県（以下「被災地域

ブロック幹事代理都道府県」という。）に行わせることができるものとする。この場合におい

て、被災地域ブロック幹事代理都道府県は、総務省、全国知事会並びに被災地域ブロック内の

都道府県及び指定都市に対しその旨を速やかに連絡するものとし、連絡を受けた総務省は、関

係団体に対しその旨を連絡するものとする。 

（被災都道府県による応援職員のニーズ等の把握） 

第６条 被災都道府県は、被災市区町村における次の各号に掲げる応援職員のニーズ等を速やか

に把握するものとする。 

（１）災害対応業務を支援するための応援職員の派遣の必要性 

（２）前号について応援職員の派遣が必要なときはその派遣要請人数（業務又は職種、期間等
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を含む。） 

（３）総括支援チームの派遣の必要性 

（４）前３号に掲げるもののほか、応援職員の派遣に関して必要な情報 

２ 被災都道府県は、総務省及び被災地域ブロック幹事都道府県に対し、前項の規定により把握

した情報を提供するとともに、把握したニーズ等に対し当該被災都道府県内の地方公共団体に

よる応援職員の派遣だけでは被災市区町村において完結して災害対応業務を実施することが困

難である場合又は困難であることが見込まれる場合には、その旨を併せて連絡するものとする。 

３ 前項の規定による情報の提供及び連絡は、主として電話、電子メール、ファクシミリ等によ

り行うものとする。 

（応援職員確保調整本部の設置） 

第７条 総務省は、得られた情報を基に、関係団体と協議の上必要と判断した場合又は震度７の

地震が発生した場合には、応援職員の派遣に関し、対口支援団体の決定、総括支援チームの派

遣の要請、関係省庁等からの情報の収集、関係省庁等との情報の共有並びに総合的な調整及び

意思決定を行うため、総務省、関係団体及び被災地域ブロック幹事都道府県で構成する応援職

員確保調整本部（以下「確保調整本部」という。）を設置するものとする。この場合において、

第５条第１項の総務省の事務は、確保調整本部に引き継ぐものとする。 

２ 確保調整本部に事務局を置き、事務局の事務は総務省が行うものとする。 

３ 確保調整本部は、確保調整本部が設置された場合には、内閣府、消防庁及び都道府県並びに

関係団体（全国知事会を除く。）を通じて市区町村に対しその旨を連絡するものとする。 

４ 第１項の規定による情報の収集及び共有並びに総合的な調整は、主として電話、電子メール、

ファクシミリ等により行うものとし、必要に応じて会議の開催により行うものとする。 

５ 確保調整本部は、応援職員の派遣の要請、派遣の状況等を踏まえ、第１項の規定による総合

的な調整を行う必要がなくなったと判断した場合には、確保調整本部を廃止するものとする。 

（応援職員確保現地調整会議の設置） 

第８条 確保調整本部は、関係都道府県と協議の上必要と判断した場合には、次の各号に掲げる

調整等を行うため、応援職員確保現地調整会議（以下「現地調整会議」という。）を設置する

ものとする。 

（１）現地における情報収集 

（２）現地において収集した情報の確保調整本部への報告 

（３）前各号に掲げるもののほか、応援職員の派遣に関して必要な調整 

２ 確保調整本部は、関係都道府県に対し現地調整会議への参加を求めるものとする。 

３ 確保調整本部は、関係都道府県と協議の上、被災都道府県の災害対策本部が置かれる都道府

県庁舎に設置することを基本として現地調整会議の設置場所を決定するものとする。 

４ 総務省、関係団体及び関係都道府県は、前項の規定により設置場所を決定した場合には、現

地調整会議に参加させるための要員（以下「現地調整会議参加要員」という。）を派遣するも

のとする。 

５ 関係団体及び被災地域ブロック幹事都道府県は、現地調整会議参加要員を派遣することが困

難である場合には、それぞれの構成団体（この要綱において、全国市長会にあっては市区（指

定都市を除く。）と、指定都市市長会にあっては指定都市と、被災地域ブロック幹事都道府県

にあっては被災地域ブロック内の他の都道府県とする。）に参加させることができるものとす

る。ただし、現地調整会議に参加する者のいずれかから参集の要請があった場合には、可能な

限り現地調整会議参加要員を派遣するものとする。 

６ 総務省、関係団体及び関係都道府県の現地調整会議参加要員は、参集次第、現地調整会議に

参加するものとし、さらに、災害時相互応援協定等に基づき現地に派遣された地方公共団体の

連絡要員も参加することができるものとする。 

７ 確保調整本部は、応援職員の派遣の要請、派遣の状況等を踏まえ、第１項の規定による情報

収集等を行う必要がなくなったと判断した場合には、現地調整会議を廃止するものとする。 

 

第４章 被災市区町村が行う災害対応業務を支援するための応援職員の派遣 
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第１節 被災地域ブロック内を中心とした地方公共団体による応援職員の派遣（第１段階支援） 

（被災地域ブロック内の地方公共団体に対する応援職員の派遣についての協力の依頼） 

第９条 被災都道府県は、当該被災都道府県内の地方公共団体による応援職員の派遣だけでは被

災市区町村において完結して災害対応業務を実施することが困難である場合又は困難であると

見込まれる場合には、被災地域ブロック幹事都道府県を通じて被災地域ブロック内の地方公共

団体に対し、当該被災市区町村への応援職員の派遣について協力を依頼するものとする。 

２ 前項の規定による協力の依頼は、次の各号に掲げる事項を記載した文書を提出して行うもの

とする。ただし、文書を提出するいとまのない場合には、電話等により行うものとし、後日文

書を提出するものとする。 

（１）被災市区町村における応援職員の派遣要請人数（業務又は職種、期間等を含む。） 

（２）前号に掲げるもののほか、応援職員の派遣に関して必要な事項 

（確保調整本部における対口支援団体の決定） 

第10条 確保調整本部は、前条第１項の規定により被災都道府県から被災地域ブロック内の地方

公共団体に対して協力の依頼があった場合には、被災市区町村ごとに被災地域ブロック内の都

道府県又は指定都市を原則として１対１で割り当てることにより、被災地域ブロック内におけ

る対口支援団体を決定するものとする。 

２ 確保調整本部は、次の各号に掲げる事項を考慮することを基本として、対口支援団体を決定

するものとする。 

（１）総括支援チームの派遣の状況 

（２）被災市区町村における応援職員の派遣要請人数（業務又は職種、期間等を含む。）、被

害の状況及び災害対応業務実施体制の状況 

（３）対口支援団体の対象となる都道府県又は指定都市と被災市区町村との距離及び移動時間 

（４）対口支援団体の対象となる都道府県（当該都道府県の区域内の市区町村を含む。）又は

指定都市の職員数 

（５）対口支援団体の対象となる都道府県又は指定都市の過去の災害における応援職員の派遣

の実績 

（６）災害時相互応援協定等の締結状況 

（７）前各号に掲げるもののほか、被災市区町村の人口等考慮を必要とする事項 

３ 確保調整本部は、被災地域ブロック内の都道府県及び指定都市だけでは対口支援団体を決定

することが困難である場合には、次の各号に掲げる事項を考慮することを基本として、被災市

区町村ごとに都道府県又は指定都市を原則として１対１で割り当てることにより、対口支援の

調整を行うものとする。この場合において、都道府県との調整については被災地域ブロック幹

事都道府県が、指定都市との調整については指定都市市長会が中心となり行うものとする。 

（１）別表の応援優先順位欄の順位 

（２）第２項各号に掲げる事項 

４ 確保調整本部は、対口支援団体を決定した場合には、対口支援団体に対し、当該決定事項、

第２項第２号に規定する事項及び現地調整会議等において得られた情報を速やかに文書により

連絡するものとする。ただし、文書を提出するいとまのない場合には、電話等により行うもの

とし、後日文書を提出するものとする。また、現地調整会議に対し確保調整本部で決定した事

項を速やかに連絡するものとする。 

５ 被災都道府県は、対口支援団体が決定された場合には、被災市区町村に対し確保調整本部で

決定した事項を速やかに連絡するものとする。 

６ 確保調整本部は、対口支援団体を決定した場合には、都道府県及び関係団体（全国知事会を

除く。）を通じて、市区町村に対し当該決定事項を速やかに連絡するとともに、全国市長会及

び全国町村会を通じて一体的支援に係る市区町村に対し応援職員の派遣について協力を依頼す

るものとする。 

（対口支援団体等による応援職員の派遣） 

第11条 対口支援団体は、前条第４項の規定により連絡を受けた場合には、対口支援を行う被災
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市区町村に連絡要員を派遣する等により、当該被災市区町村における応援職員のニーズ等を把

握するものとする。 

２ 対口支援団体は、対口支援を行う被災市区町村における前条第２項第２号に規定する事項、

前項の規定により把握したニーズ等を踏まえ、応援職員の派遣のための調整を行うものとする。

この場合において、対口支援団体である都道府県は、当該都道府県の区域内の市区町村に対し、

一体的支援を行うことについて確認の上、次の各号に掲げる調整等を行うものとする。 

（１）被災市区町村における応援職員の派遣要請人数（業務又は職種、期間等を含む。）の割

り振りの調整 

（２）交通手段、宿泊場所、必要な装備に関することその他応援職員の派遣に当たり必要な情

報の可能な限りの提供 

（３）前２号に掲げるもののほか、一体的支援を行うに当たり必要な調整等 

３ 対口支援団体及び対口支援団体である都道府県と一体的支援を行う市区町村は、応援職員の

派遣のための調整が完了次第、速やかに派遣するものとする。 

４ 対口支援団体は、対口支援を行う被災市区町村について、次の各号に掲げる支援を継続的に

行うものとする。 

（１）応援職員のニーズ等の把握 

（２）前号の規定により把握したニーズ等を踏まえた応援職員の派遣 

（３）被災市区町村の職員、被災都道府県からの連絡要員、応援職員（自らが派遣する応援職

員のほか、本制度以外の仕組み等により派遣された応援職員を含む。）等で構成する連絡会議

の開催等を通じた関係者間での情報の共有 

（４）応援職員に関する受援体制の確保に関する助言 

（５）前各号に掲げるもののほか、応援職員の派遣に関して必要な支援 

５ 対口支援団体は、応援職員の派遣を終了する場合には、確保調整本部に対し、事前にその旨

を文書により連絡するものとする。 

６ 確保調整本部は、前項の規定により連絡を受けた場合には、対口支援団体に対し、対口支援

の終了について、文書により連絡するものとする。 

（第１段階支援に関するその他の事項） 

第12条 対口支援団体は、確保調整本部及び被災都道府県に対し、対口支援を行う被災市区町村

について、応援職員の派遣人数（自らが派遣する応援職員を含め、被災市区町村に派遣された

応援職員の派遣人数をいう。）の当日の状況及び翌日以降の見込みの状況並びにその他応援職

員の派遣に関する情報を電子メールにより毎日提供するものとする。なお、当該連絡の頻度に

ついては、確保調整本部及び被災都道府県が協議して、適宜見直しを行うものとする。 

２ 被災都道府県は、前項の規定により提供された情報を集約し、被災地域ブロック幹事都道府

県に対し提供するものとする。また、確保調整本部は、必要に応じて、対口支援団体に対する

詳細な状況の確認及び関係省庁との共有を行うものとする。 

３ 被災地域ブロック幹事都道府県は、第１項に規定する被災都道府県の役割（当該被災都道府

県の区域内の被災市区町村に関するものに限る。）について、被災都道府県と協議の上、被災

都道府県に代わって行うことができるものとする。 

４ 対口支援団体の派遣先については、決定後、速やかに確保調整本部から関係省庁に情報共有

するものとする。 

 

第２節 全国の地方公共団体による応援職員の派遣（第２段階支援） 

（全国の地方公共団体に対する応援職員の派遣についての協力の依頼） 

第13条 被災都道府県及び被災ブロック幹事都道府県は、第９条第１項の規定により応援職員の

派遣について協力の依頼を行うにあたり、当該被災地域ブロック都道府県内の地方公共団体に

よる応援職員の派遣だけでは対応が困難な場合、確保調整本部に対し第２段階支援の必要性に

ついて連絡するものとする。 

２ 前項の規定による第２段階支援の必要性の連絡は、第９条第２項各号に規定する事項を記載

した文書を提出して行うものとする。ただし、文書を提出するいとまのない場合には、電話等
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により行うものとし、後日文書を提出するものとする。 

（確保調整本部における対口支援団体の決定） 

第14条 確保調整本部は、前条第１項の規定により第２段階支援の必要性の連絡を受けた場合に

は、次の各号に掲げる事項を考慮することを基本として、応援職員の派遣の調整を行った上で、

対口支援団体を決定するものとする。この場合において、都道府県との調整については地域ブ

ロック幹事都道府県が、指定都市との調整については指定都市市長会が中心となり行うものと

する。 

（１）別表の応援優先順位欄の順位 

（２）都道府県（当該都道府県の区域内の市区町村を含む。）及び指定都市の職員数 

（３）都道府県（当該都道府県の区域内の市区町村を含む。）及び指定都市が既に応援職員の

派遣を行っているときはその派遣人数 

（４）前３号に掲げるもののほか、考慮を必要とする事項 

２ 確保調整本部は、前項の規定により決定を行った場合には、当該団体に対し、文書により決

定事項を連絡するとともに、被災都道府県に対し決定事項を速やかに連絡するものとする。た

だし、文書を提出するいとまのない場合には、電話等により行うものとし、後日文書を提出す

るものとする。連絡を受けた被災都道府県は、対口支援を行う被災市区町村に対し確保調整本

部で決定した事項を速やかに連絡するものとする。 

３ 確保調整本部は、第１項の規定により決定を行った場合には、都道府県及び関係団体（全国

知事会を除く。）を通じて市区町村に対し決定事項を速やかに連絡するとともに、全国市長会

及び全国町村会を通じて一体的支援に係る市区町村に対し応援職員の派遣について協力を依頼

するものとする。 

（全国の地方公共団体による応援職員の派遣） 

第15条 前条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体は、応援職

員の派遣要請人数等を踏まえ、それぞれ、応援職員の派遣のための調整を行うものとする。こ

の場合において、対口支援団体である都道府県は、当該都道府県の区域内の市区町村に対し、

一体的支援を行うことについて確認の上、第11条第２項各号に規定する調整等を行うものとす

る。 

２ 前条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体及び対口支援

団体である都道府県と一体的支援を行う市区町村は、応援職員の派遣のための調整が完了次第、

速やかに派遣するとともに、第11条第４項各号に規定する支援を継続的に行うものとする。 

３ 前条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体は、応援職員の

派遣を終了する場合には、確保調整本部に対し、事前にその旨を文書により連絡するものとす

る。 

４ 確保調整本部は、前項の規定により連絡を受けた場合には、前条第２項の規定により応援職

員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体に対し、対口支援の終了について、文書により連

絡するものとする。 

（第２段階支援に関するその他の事項） 

第16条 第14条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体は、確保

調整本部及び被災都道府県に対し、対口支援を行う被災市区町村について、応援職員の派遣人

数（自らが派遣する応援職員を含め、被災市区町村に派遣された応援職員の派遣人数をいう。）

の当日の状況及び翌日以降の見込みの状況並びにその他応援職員の派遣に関する情報を電子メ

ールにより毎日提供するものとする。なお、当該連絡の頻度については、確保調整本部及び被

災都道府県が協議して、適宜見直しを行うものとする。 

２ 被災都道府県は、前項の規定により提供された情報を集約し、被災地域ブロック幹事都道府

県に対し提供するものとする。また、確保調整本部は、必要に応じて、対口支援団体に対する

詳細な状況の確認及び関係省庁との共有を行うものとする。 

３ 被災地域ブロック幹事都道府県は、第13条第１項、第14条第２項及び本条第１項に規定する

被災都道府県の役割（当該被災都道府県の区域内の被災市区町村に関するものに限る。）につ

いて、被災都道府県と協議の上、被災都道府県に代わって行うことができるものとする。 
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４ 対口支援団体の派遣先については、決定後、速やかに確保調整本部から関係省庁に情報共有

するものとする。 

 

第３節 追加の対口支援による応援職員の派遣 

（追加の対口支援に対する応援職員の派遣についての協力の依頼） 

第17条 対口支援団体は、当該対口支援団体による応援職員の派遣だけでは対口支援を行う被災

市区町村において完結して災害対応業務を実施することが困難である場合又は困難であると見

込まれる場合には、被災市区町村と協議の上、被災都道府県に対し追加の対口支援の必要性に

ついて連絡するものとする。 

２ 前項の規定による追加の対口支援の必要性の連絡は、第９条第２項各号に規定する事項を記

載した文書を提出して行うものとする。ただし、文書を提出するいとまのない場合には、電話

等により行うものとし、後日文書を提出するものとする。 

３ 被災都道府県は、第１項の規定による追加の対口支援の必要性の連絡に対し、対口支援団体

だけでは被災市区町村において完結して災害対応業務を実施することが困難である場合又は困

難であると見込まれる場合には、確保調整本部に対し追加の対口支援の必要性について連絡す

るものとする。 

４ 前項の規定による追加の対口支援の必要性の連絡は、第９条第２項各号に規定する事項を記

載した文書を提出して行うものとする。ただし、文書を提出するいとまのない場合には、電話

等により行うものとし、後日文書を提出するものとする。 

（確保調整本部における追加の対口支援団体の決定） 

第18条 確保調整本部は、前条第３項の規定により追加の対口支援の必要性の連絡を受けた場合

には、第10条第２項及び第14条第１項各号に掲げる事項を考慮することを基本として、応援職

員の派遣の調整を行った上で、対口支援団体を決定するものとする。この場合において、都道

府県との調整については地域ブロック幹事都道府県が、指定都市との調整については指定都市

市長会が中心となり行うものとする。 

２ 確保調整本部は、前項の規定により決定を行った場合には、当該団体に対し、文書により決

定事項を連絡するとともに、被災都道府県に対し決定事項を速やかに連絡するものとする。た

だし、文書を提出するいとまのない場合には、電話等により行うものとし、後日文書を提出す

るものとする。連絡を受けた被災都道府県は、前条第１項の規定により追加の対口支援の必要

性を連絡した対口支援団体に対し確保調整本部で決定した事項を速やかに連絡するものとする。

さらに、連絡を受けた対口支援団体は、対口支援を行う被災市区町村に対し確保調整本部で決

定した事項を速やかに連絡するものとする。 

３ 確保調整本部は、第１項の規定により決定を行った場合には、都道府県及び関係団体（全国

知事会を除く。）を通じて、市区町村に対し決定事項を速やかに連絡するとともに、全国市長

会及び全国町村会を通じて一体的支援に係る市区町村に対し応援職員の派遣について協力を依

頼するものとする。 

（追加の対口支援団体による応援職員の派遣） 

第19条 前条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体は、応援職

員の派遣要請人数等を踏まえ、それぞれ、応援職員の派遣のための調整を行うものとする。こ

の場合において、当該都道府県は、当該都道府県の区域内の市区町村に対し、一体的支援を行

うことについて確認の上、第11条第２項各号に規定する調整等を行うものとする。 

２ 前条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体及び対口支援

団体と一体的支援を行う市区町村は、応援職員の派遣のための調整が完了次第、速やかに派遣

するとともに、第11条第４項各号に規定する支援を継続的に行うものとする。 

３ 前条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体は、応援職員の

派遣を終了する場合には、確保調整本部に対し、事前にその旨を文書により連絡するものとす

る。 

４ 確保調整本部は、前項の規定により連絡を受けた場合には、前条第２項の規定により応援職

員の派遣の決定の連絡を受けた都道府県及び指定都市に対し、対口支援の終了について、文書
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により連絡するものとする。 

（追加の対口支援に関するその他の事項） 

第20条 第18条第２項の規定により応援職員の派遣の決定の連絡を受けた対口支援団体は、確保

調整本部及び被災都道府県に対し、対口支援を行う被災市区町村について、応援職員の派遣人

数（自らが派遣する応援職員を含め、被災市区町村に派遣された応援職員の派遣人数をいう。）

の当日の状況及び翌日以降の見込みの状況並びにその他応援職員の派遣に関する情報を電子メ

ールにより毎日提供するものとする。なお、当該連絡の頻度については、確保調整本部及び被

災都道府県が協議して、適宜見直しを行うものとする。 

２ 被災都道府県は、前項の規定により提供された情報を集約し、被災地域ブロック幹事都道府

県に対し提供するものとする。また、確保調整本部は、必要に応じて、対口支援団体に対する

詳細な状況の確認及び関係省庁との共有を行うものとする。 

３ 被災地域ブロック幹事都道府県は、第17条第１項、同条第３項、第18条第２項及び本条第１

項に規定する被災都道府県の役割（当該被災都道府県の区域内の被災市区町村に関するものに

限る。）について、被災都道府県と協議の上、被災都道府県に代わって行うことができるもの

とする。 

４ 対口支援団体の派遣先については、決定後、速やかに確保調整本部から関係省庁に情報共有

するものとする。 

 

第４節 独自申出による応援職員の派遣 

（独自申出による応援職員の派遣の調整） 

第21条 地方公共団体（被災都道府県内の地方公共団体を除く。）は、第１段階支援及び第２段

階支援とは別に、独自に応援職員の派遣を行おうとする場合には、都道府県にあっては全国知

事会に、指定都市にあっては指定都市市長会に、市区（指定都市を除く。）にあっては全国市

長会に、町村にあっては全国町村会に対しその旨を申し出ること（以下「独自申出」という。）

ができるものとする。 

２ 前項の規定による独自申出は、次の各号に掲げる事項を記載した文書を提出して行うものと

する。 

（１）応援職員の派遣可能人数（業務又は職種、期間等を含む。） 

（２）前号に掲げるもののほか、応援職員の派遣に関して必要な事項 

３ 関係団体は、第１項の規定により独自申出を受けた場合には、それぞれ、当該独自申出の情

報を管理するとともに、確保調整本部に対し当該情報を報告するものとする。 

４ 確保調整本部は、前項の規定により報告を受けた場合には、対口支援団体の決定前にあって

は被災都道府県と、対口支援団体の決定後にあっては対口支援団体と協議の上、応援職員の派

遣の調整を行うものとする。 

５ 確保調整本部は、前項の規定により調整を行った場合には、関係団体を通じて、地方公共団

体に対し調整結果を連絡するとともに、対象となる地方公共団体に対し応援職員の派遣につい

て協力を依頼するものとする。 

 

第５章 総括支援チームの派遣 

 

（災害マネジメント総括支援員等の登録） 

第22条 総務省は、平常時に、地方公共団体からの推薦を受けて、当該地方公共団体の職員を災

害マネジメント総括支援員として名簿に登録し、当該名簿（以下「総括支援員登録名簿」とい

う。）の管理を行うものとする。 

２ 総務省は、平常時に、地方公共団体からの推薦を受けて、当該地方公共団体の職員を災害マ

ネジメント支援員として名簿に登録し、当該名簿の管理を行うものとする。 

３ 災害マネジメント総括支援員及び災害マネジメント支援員の登録の手続等については、別に

定めるところによるものとする。 

（総括支援チームの派遣の要請等） 
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第23条 被災市区町村は、対口支援団体の決定前において、自らが行う災害マネジメントについ

て支援が必要な場合には、当該被災市区町村を包括する被災都道府県を通じて確保調整本部（確

保調整本部設置前にあっては総務省。）に対し総括支援チームの派遣を要請することができる

ものとする。 

２ 被災市区町村は、対口支援団体の決定後において、自らが行う災害マネジメントについて支

援が必要な場合には、対口支援団体に対し総括支援チームの派遣を要請することができるもの

とする。 

３ 第１項又は前項の規定による要請は、その旨を記載した文書を提出して行うものとする。た

だし、文書を提出するいとまのない場合には、電話等により行うものとし、後日文書を提出す

るものとする。 

４ 対口支援団体は、第２項の規定による要請に対し適当な総括支援チームを派遣することが困

難である場合には、確保調整本部に対しその旨を連絡するものとする。 

５ 確保調整本部は、第１項の規定により要請を受けた場合又は前項の規定により連絡を受けた

場合には、総括支援員登録名簿に基づき、災害マネジメント総括支援員が属する地方公共団体

（原則として被災地域ブロック幹事都道府県を除く。）と調整し、当該地方公共団体に対し総

括支援チームの派遣について協力を依頼するものとする。 

６ 確保調整本部は、第１項に規定するもののほか、被災都道府県から協力の依頼を受けた場合

又は得られた情報を基に必要と判断した場合には、総括支援員登録名簿に基づき、災害マネジ

メント総括支援員が属する地方公共団体（原則として被災地域ブロック幹事都道府県を除く。）

と調整し、当該地方公共団体に対し総括支援チームの派遣について協力を依頼するものとする。 

７ 確保調整本部は、第５項又は前項の規定に基づき、総括支援チームの派遣に関して災害マネ

ジメント総括支援員が属する地方公共団体（被災地域ブロック内の地方公共団体に限る。）と

調整する場合は、原則として、被災地域ブロック幹事都道府県と協議の上で行うものとする。 

８ 確保調整本部は、第５項又は第６項の規定により総括支援チームの派遣について協力を依頼

した場合には、当該団体に対し、文書によりその旨を連絡するものとする。ただし、文書を提

出するいとまのない場合には、電話等により行うものとし、後日文書を提出するものとする。

また、確保調整本部は、関係都道府県及び対口支援団体に対しその旨を連絡するものとし、さ

らに、対口支援団体の決定前にあっては被災都道府県を通じて、対口支援団体の決定後にあっ

ては対口支援団体を通じて被災市区町村に対しその旨を連絡するものとする。また、都道府県

及び関係団体（全国知事会を除く。）を通じて市区町村に対しその旨を連絡するものとする。 

（総括支援チームの要請に基づかない派遣） 

第24条 前条の規定にかかわらず、確保調整本部は、震度７の地震が発生した被災市区町村に対

し、当該被災市区町村又は被災都道府県からの要請によることなく、総括支援員登録名簿に基

づき、災害マネジメント総括支援員が属する地方公共団体（原則として被災地域ブロック幹事

都道府県を除く。）と調整し、当該地方公共団体に対し総括支援チームの派遣について協力を

依頼することができるものとする。 

（総括支援チームの派遣） 

第25条 確保調整本部から協力の依頼を受けた地方公共団体又は被災市区町村から要請を受け

た対口支援団体は、総括支援チームの派遣のための調整が完了次第、速やかに派遣するものと

する。 

２ 確保調整本部から協力の依頼を受けた地方公共団体又は被災市区町村から要請を受けた対

口支援団体は、総括支援チームを派遣した場合には、確保調整本部に対し、速やかにその旨を

連絡するものとする。 

３ 確保調整本部は、前項の規定により連絡を受けた場合には、関係都道府県及び対口支援団体

に対しその旨を連絡するものとし、さらに、対口支援団体の決定前にあっては被災都道府県を

通じて、対口支援団体の決定後にあっては対口支援団体を通じて被災市区町村に対しその旨を

連絡するものとする。 

４ 確保調整本部から協力の依頼を受けた地方公共団体又は被災市区町村から要請を受けた対

口支援団体は、総括支援チームの派遣を終了する場合には、確保調整本部に対し、事前にその
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旨を文書により連絡するものとする。 

５ 確保調整本部は、前項の規定により連絡を受けた場合には、当該団体に対し、総括支援チー

ムの派遣の終了について、文書により連絡するものとする。 

（総括支援チームの派遣に関するその他の事項） 

第26条 総括支援チーム派遣団体は、確保調整本部及び被災都道府県に対し、総括支援チームの

派遣を行う被災市区町村について、総括支援チームの派遣人数の当日の状況及び翌日以降の見

込みの状況並びにその他総括支援チームの支援に関する状況等を電子メールにより毎日提供す

るものとする。なお、当該連絡の頻度については、確保調整本部及び被災都道府県が協議して、

適宜見直しを行うものとする。 

２ 被災都道府県は、前項の規定により提供された情報を集約し、被災地域ブロック幹事都道府

県に対し提供するものとする。また、確保調整本部は、必要に応じて、対口支援団体に対する

詳細な状況の確認及び関係省庁との共有を行うものとする。 

３ 被災地域ブロック幹事都道府県は、第１項に規定する被災都道府県の役割（当該被災都道府

県の区域内の被災市区町村に関するものに限る。）について、被災都道府県と協議の上、被災

都道府県に代わって行うことができるものとする。 

４ 総括支援チーム派遣団体は、確保調整本部に対し、総括支援チーム派遣団体の交代又は追加

の申出を行うことができるものとする。 

５ 確保調整本部は、前項の規定により申出を受けた場合には、総括支援員登録名簿に基づき、

災害マネジメント総括支援員が属する地方公共団体（原則として被災地域ブロック幹事都道府

県を除く。）と調整し、当該地方公共団体に対し総括支援チームの派遣について協力を依頼す

るものとする。 

６ 総括支援団体の派遣先については、決定後、速やかに確保調整本部から関係省庁に情報共有

するものとする。 

 

第６章 受援体制 

 

（平常時における受援体制の整備等） 

第27条 市区町村は、災害時に円滑に応援職員の受入ができるよう、あらかじめ次に掲げる事項

等を取りまとめた受援計画の策定を行うなど、受援体制について必要な準備を整えるものとす

る。 

（１）庁内全体の応援受入の窓口となる受援担当者 

（２）応援職員が担う受援対象業務と必要人数 

（３）各受援対象業務の担当部署における受援担当者 

（４）応援要請の手順 

２ 都道府県は、区域内の市区町村に対し、前項の取組に係る助言や支援を行うものとする。 

３ 地方公共団体は、応援職員等の宿泊場所の確保が困難な場合を想定し、ホテル、旅館、公共

施設等宿泊場所として活用可能な施設等のリスト化に努めるものとする。 

（応援職員受入時の体制整備） 

第28条 被災市区町村は、災害時の応援職員の受入に際し、受援が円滑に機能するため、次に掲

げる取組等により、応援職員の受入体制の整備に努めるものとする。 

（１）応援職員の執務スペースの確保 

（２）業務に必要な資機材等の準備 

（３）受援に関する庁内調整会議の開催 

第７章 その他 

 

（被災都道府県の役割） 

第29条 被災都道府県は、被災市区町村を円滑に支援するため、次に掲げる事項の役割を果たす

よう努めるものとする。 

（１）応援団体からの問合せへの対応及び可能な範囲での情報提供（例えば、被災都道府県災
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害対策本部に集約された情報） 

（２）被災市区町村の応援ニーズの把握 

（３）被災市区町村への連絡要員の派遣 

（４）被災市区町村間の応援団体連絡会議の主催（被災地域ブロック幹事都道府県と協力） 

（５）当該被災都道府県内の地方公共団体による被災市区町村への応援職員の派遣の調整 

（被災地域ブロック幹事都道府県の役割） 

第30条 被災地域ブロック幹事都道府県は、被災都道府県を補佐するものとする。複数の都道府

県が被災した場合は、必要に応じて、被災地域ブロック幹事都道府県が指定する他の都道府県

が補佐するものとする。 

（応援職員の派遣に関する留意事項） 

第31条 地方公共団体は、応援職員の派遣に関し、次の各号に掲げる事項に留意するものとする。 

（１）活動に必要な資機材、応援職員の食料、宿泊場所及び交通手段の確保等については、可

能な限り自己完結型で対応すること。 

（２）派遣期間については、業務の習熟、引継ぎ等を考慮して調整を行うこと。 

（応援職員の派遣に関する費用の負担） 

第32条 本制度に基づく応援職員の派遣に要した費用の負担については、法令の定めによるほか、

応援職員を派遣した地方公共団体と被災市区町村又は被災市区町村を包括する被災都道府県と

が協議して定めるものとする 

（平常時における対応） 

第33条 総務省は、平常時に、本制度に基づく応援職員の派遣に関する連絡調整を行うため、内

閣府、消防庁、関係団体、都道府県（地域ブロック幹事都道府県の別を含む。）及び指定都市

の担当部署の連絡先を記載した名簿を作成し、内閣府、消防庁、関係団体、都道府県及び指定

都市と共有するものとする。 

２ 内閣府、消防庁、関係団体、都道府県及び指定都市は、前項に規定する名簿の連絡先に変更

が生じた場合には、総務省に対し変更後の連絡先を速やかに連絡するものとする。 

３ 地域ブロック幹事都道府県は、平常時に、対口支援団体の決定に際して考慮することを基本

とする第10条第２項第４号から第６号までに規定する事項について、当該地域ブロック内の都

道府県及び指定都市に係る情報の整理及び定期的な更新を行い、地域ブロック内の都道府県及

び指定都市と共有するものとする。さらに、総務省に対しても当該情報を提供するものとする。

提供を受けた総務省は、当該情報を関係団体と共有するものとする。 

（訓練の実施） 

第34条 総務省は、大規模災害時における本制度の円滑な運用を確保するため、関係機関の協力

を得て、訓練を実施するものとする。 

（要綱の見直し） 

第35条 総務省は、前条に規定する訓練の結果等を踏まえ、必要に応じて関係機関の意見を聴き

つつ、適宜、本要綱について必要な見直しを行うものとする。 

（南海トラフ地震、首都直下地震等極めて規模の大きい災害時の特例） 

第36条 別紙に掲げる要件に該当する場合における応急対策職員派遣制度の取扱いは、別に定め

る。 

（その他） 

第37条 この要綱に定めるもののほか、本制度に関し必要な事項は、総務省が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成30年３月２３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成31年３月２８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年２月１９日から施行する。 
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附 則 

この要綱は、令和３年５月２０日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年１０月１９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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（別紙） 

 

１ 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成14年法律第92号）第

２条第２項に規定する南海トラフ地震が発生した場合において、発生した地震の震央地名が、

下表に示す南海トラフ地震の想定震源断層域と重なる地名のいずれかに該当し、かつ次のいず

れかの条件を満たすとき。 

【震央地名一覧】 

 
（１）発生した地震により中部地方、近畿地方及び四国・九州地方の３地域いずれにおいて

も、震度６強以上が観測された場合又は大津波警報が発表された場合 

【各地方の都道府県分類】 

○中部地方：山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

○近畿地方：兵庫県、奈良県、和歌山県 

○四国・九州地方：徳島県、香川県、愛媛県、高知県、大分県、宮崎県 

（２）発生した地震がマグニチュード8.0以上の場合（南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警

戒）が発表される可能性がある場合） 

２ 上記１以外の要件 

（１）政府、関係団体等の各種情報から、上記１の場合に類する被害が想定され、総務省が必

要と判断した場合 

（２）南海トラフ地震における緊急消防援助隊アクションプランが適用された場合 
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応急対策職員派遣制度に関する運用マニュアル 
 

第一章 全般 

 

１．応急対策職員派遣制度 

（１）応急対策職員派遣制度とは 

大規模災害が発生した場合には、被災住民の生活再建等を支援するため、避難所運営や

罹災証明書の交付等について迅速・的確な対応が求められる。 

このため、これらの災害対応業務を担う被災市区町村においては、当該団体の職員だけ

では人員が圧倒的に不足することとなり、被災住民の生活再建等を円滑に進めるためには、

短期集中的に、大量の応援職員を迅速に確保することが不可欠となる。 

そのため、大規模災害発生時に全国の地方公共団体の人的資源を最大限に活用して被災

市区町村を支援するための全国一元的な応援職員の派遣の仕組みとして「応急対策職員派

遣制度」を構築したところである。 

本制度は、被災都道府県内の地方公共団体による応援職員の派遣だけでは被災市区町村

において完結して災害対応業務を実施できない規模の災害が発生した場合に、被災都道府

県以外の地方公共団体からの応援職員を派遣する仕組みである。なお、令和３年５月の災

害対策基本法の改正により地方公共団体等間の応援規定について、災害が発生するおそれ

がある段階においても適用可能とされたことを踏まえ、本制度においても、災害が発生す

るおそれがある段階での応援職員の派遣について明記したところである。 

 
（２）応急対策職員派遣制度の目的 

本制度に基づく応援職員の派遣の目的は、被災市区町村の長の指揮の下、次に掲げる業

務に携わるものであることとしている（制度要綱第３条第４号）。 

なお、目的が達成できる場合は、オンラインによる支援も可能である。 

①避難所運営や罹災証明書の交付等の災害対応業務を支援すること 

②被災市区町村が行う災害マネジメントを総括的に支援すること 

 
（３）応急対策職員派遣制度の特徴 

本制度の特徴として、上記（２）に掲げる目的のため、地方公共団体の応援職員を派遣

することとしており、それぞれ以下の特徴がある。なお、本制度に基づく応援職員の派遣

の形態は、職務命令による短期の派遣（公務出張）を基本としている（制度要綱第３条第

３号）。 

①避難所運営や罹災証明書の交付等の災害対応業務の支援 

・被災都道府県内の地方公共団体による応援職員の派遣だけでは対応が困難な場合、

被災地域ブロック内を中心とした地方公共団体による第１段階支援が行われ、それに

よってもなお対応が困難な場合、全国の地方公共団体による第２段階支援が行われる。 

・避難所運営や罹災証明書の交付等の災害対応業務を支援するため、「対口支援方式
※」により応援職員を派遣することとしている。 
※「対口支援方式」とは、被災市区町村ごとに都道府県又は指定都市を原則として１対

１で割り当てることにより、担当する都道府県又は指定都市（以下「対口支援団体」

という。）を決定し、対口支援団体が基本的に自ら完結して応援職員を派遣すること

をいう（制度要綱第２条第９号）。 

・都道府県及び区域内の市区町村（原則として指定都市を除く。）が一体的に応援職

員を派遣することとしている。 

・ただし、災害の規模、態様等に応じ柔軟な対応を図ることとしている（制度要綱第

３条第５号）。例えば、被災市区町村１団体に対し複数の対口支援団体を割り当てる

ことも想定される。 

②被災市区町村が行う災害マネジメントの総括的支援 
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・「災害マネジメント総括支援員※1」及び「災害マネジメント支援員※2」等で構成する

「総括支援チーム」を派遣することとしている。 
※1「災害マネジメント総括支援員」とは、被災市区町村の長への助言、幹部職員との

調整、被災都道府県をはじめとする関係機関及び総務省との連携等を通じて、被災市

区町村が行う災害マネジメントを総括的に支援するために、地方公共団体が応援職員

として派遣する者として、総務省が管理する名簿に登録されている者をいう（制度要

綱第２条第１０号）。 
※2「災害マネジメント支援員」とは、災害マネジメント総括支援員の補佐を行うため

に、地方公共団体が応援職員として派遣する者として、総務省が管理する名簿に登録

されている者をいう（制度要綱第２条第１１号）。 

 

（４）応急対策職員派遣制度に基づく情報の収集と共有 

本制度は、震度６弱以上の地震が観測された場合又はそれに相当する程度の災害が発生

し、又は発生するおそれがあると考えられる場合、総務省において、応援職員の派遣に関

し、関係省庁、関係団体（全国知事会、全国市長会、全国町村会及び指定都市市長会をい

う。）及び関係都道府県（被災都道府県及び被災地域ブロック幹事都道府県をいう。） か

らの情報の収集及びそれぞれの団体との情報の共有を行うこととしている（制度要綱第５

条第１項）。 

なお、情報の収集及び共有を開始する場合には、総務省からその旨を連絡することとし

ており、その連絡を受けたそれぞれの団体は、総務省に対し応援職員の派遣に関して得ら

れた情報を提供することとしている（制度要綱第５条第２項）。 

また、本制度に基づく応援職員の派遣が密接な連携の下に円滑かつ効果的に実施される

ように連絡調整を行うことが必要であり（制度要綱第４条）、応援職員の派遣に関して得

られた情報があれば、随時情報共有を行う必要がある。 

※「応援職員の派遣に関して得られた情報」とは（例示） 

（被災都道府県） 

・被災都道府県における受援体制に関する情報 

受援窓口の設置状況や連絡先などについて情報の共有が必要である。 

・被災市区町村における被害の状況 

被災市区町村における避難所の開設状況（開設箇所数、避難者数等）、倒壊家屋

の状況、交通の状況等について情報の共有が必要である。 

・被災市区町村へのリエゾンの派遣状況やリエゾンから得られた情報 

被災都道府県において被災市区町村にリエゾンを派遣する場合は、その派遣状況

や把握した情報等の共有が必要である。 

（被災地域ブロック幹事都道府県） 

・被災都道府県へのリエゾンの派遣状況やリエゾンから得られた情報 

被災地域ブロック幹事都道府県から被災都道府県へのリエゾンの派遣状況につい

て、共有が必要である。また、被災都道府県に派遣したリエゾンが把握した情報等

の共有が必要である。 

・被災地域ブロック内の都道府県・指定都市の状況 

被災地域ブロック内の都道府県・指定都市における応援準備状況やリエゾン派遣

状況などについて情報収集を行い、把握した情報について共有を行うことが必要で

ある。 

なお、連絡調整を円滑に行うため、総務省において、被災都道府県、被災地域ブロック

幹事都道府県、総括支援チーム派遣団体、対口支援団体、本制度による応援職員派遣先被

災市区町村、関係団体及び総務省の担当者の連絡先を取りまとめ、それぞれの団体と共有

するものとする。 

 
（５）被災都道府県による応援職員のニーズ等の把握 
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被災都道府県は、被災市区町村における応援職員のニーズ等を速やかに把握することと

しており、把握した情報については、総務省及び被災地域ブロック幹事都道府県に提供す

ることとしている。また、これらの情報に基づき、被災都道府県内の地方公共団体による

応援職員の派遣（都道府県内応援）だけでは被災市区町村において完結して災害対応業務

を実施することが困難である場合又は困難であることが見込まれる場合には、その旨を併

せて連絡することとしている（制度要綱第６条第１項、第２項）。 

また、被災都道府県は、被災市区町村を円滑に支援するため、次に掲げる事項の役割を

果たすよう努めることとしている（制度要綱第２９条）。 

①応援団体からの問合せへの対応及び可能な範囲での情報提供（例えば、被災都道府県

災害対策本部に集約された情報） 

②被災市区町村の応援ニーズの把握 

③被災市区町村への連絡要員の派遣 

④被災市区町村間の応援団体連絡会議の主催（被災地域ブロック幹事都道府県と協力） 

⑤当該被災都道府県内の地方公共団体による被災市区町村への応援職員の派遣の調整 

被災都道府県から被災市区町村に連絡要員が派遣された場合、当該都道府県職員は、総

括支援チームとともに災害マネジメント支援を行うことが望ましい総括支援チームが派遣

されていない場合は、被災市区町村と対口支援チームの調整に参画することが望ましい。）。 

 
２．被災市区町村応援職員確保調整本部 

（１）確保調整本部の設置 

総務省は、得られた情報を基に、関係団体と協議の上必要と判断した場合には、応援職

員の派遣に関し、総合的な調整などを行うため、総務省及び関係団体で構成する応援職員

確保調整本部（以下「確保調整本部」という。）を設置することとしている（制度要綱第

７条第１項）。 

なお、震度７の地震が発生した場合には、総務省は確保調整本部を自動的に設置するこ

ととしている（制度要綱第７条第１項）。 

また、確保調整本部が設置された場合、確保調整本部は、内閣府、消防庁及び都道府県、

関係団体（全国知事会を除く。）を通じて全国の地方公共団体に対し、その旨を連絡する

こととしている（制度要綱第７条第３項）。 

 
（２）確保調整本部の構成 

確保調整本部の構成は以下のとおりとしている（制度要綱第７条第１項）。 

・総務省（事務局の事務を行う（制度要綱第７条第２項）。） 

・全国知事会 

・全国市長会 

・全国町村会 

・指定都市市長会 

・被災地域ブロック幹事都道府県 

 
（３）確保調整本部の役割 

関係省庁等からの情報の収集、関係省庁等との情報の共有並びに総合的な調整及び意思

決定を行うこととしており（制度要綱第７条第１項）、具体的には以下のとおりである。 

・関係省庁や被災都道府県、被災地域ブロック幹事都道府県等からの応援職員の派遣に関

する情報の収集・共有 

・総括支援チーム派遣団体の調整・決定 

・対口支援団体の調整・決定 

 
（４）確保調整本部からの打診 

総括支援チーム派遣団体及び対口支援団体の候補団体に対して、確保調整本部から事前
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に打診を行うこととしている。被災市区町村への速やかな支援につなげるため、確保調整

本部から打診があった際は、庁内での必要な確認を行い、速やかに回答を行うこととする。 

 
（５）確保調整本部から総括支援チーム派遣団体及び対口支援団体への連絡 

確保調整本部は、（４）の候補団体への打診の結果、派遣が可能である旨の回答を得た

場合は、確保調整本部での確認・決定の後、当該団体に対し決定事項等について連絡を行

うこととしている。 

 
（６）確保調整本部から全国の地方公共団体に対する連絡 

確保調整本部は、以下の場合に、関係団体を通じて全国の地方公共団体に対し連絡を行

うこととしている。 

・確保調整本部が設置された場合（制度要綱第７条第３項） 

・総括支援チーム派遣団体を決定した場合（制度要綱第２３条第８項） 

・対口支援団体を決定した場合（制度要綱第１０条第６項） 

 

（７）確保調整本部から一体的支援に係る市区町村への協力依頼 

確保調整本部は、対口支援団体を決定した場合には、全国市長会及び全国町村会を通じ

て、一体的支援に係る市区町村に対し、応援職員の派遣について協力を依頼することとし

ている（制度要綱第１０条第６項）。 

本制度において、対口支援団体である都道府県は、区域内の市区町村とともに一体的に

応援職員を派遣することを基本としている（制度要綱第３条第５号）ことから、この一体

的支援※について、関係団体を通じて協力依頼を行うものである。 
※「一体的支援」については、第七章１（３）参照。 

 
３．応援職員確保現地調整会議 

（１）現地調整会議の設置 

確保調整本部は、関係都道府県と協議の上必要と判断した場合には、応援職員確保現地

調整会議（以下「現地調整会議」という。）を設置することとしている（制度要綱第８条

第１項）。 

なお、設置場所については、被災都道府県の災害対策本部が置かれる都道府県庁舎を基

本としている（制度要綱第８条第３項）。 

被災都道府県においては、現地調整会議の設置に必要な執務スペースや通信手段が確保

されていることが望ましい。 

 
（２）現地調整会議の構成 

確保調整本部は、関係都道府県に対し現地調整会議への参加を求めることとしており（制

度要綱第８条第２項）、総務省、関係団体及び関係都道府県は、現地調整会議に参加させ

るための要員（以下「現地調整会議参加要員」という。）を派遣することとしている（制

度要綱第８条第４項）。 

現地調整会議の基本的な構成は以下のとおりである。 

・被災都道府県 

・被災地域ブロック幹事都道府県 

・総務省 

・全国知事会 

・全国市長会 

・全国町村会 

・指定都市市長会 

なお、現地調整会議参加要員を派遣した各機関においては、当該現地調整会議参加要員

からの報告等を通じて、被災団体の状況を的確に把握し、関係機関との必要な調整等を行
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うものとする。 

また、関係団体及び被災地域ブロック幹事都道府県が現地調整会議参加要員を派遣する

ことが困難である場合には、それぞれの構成団体（被災地域ブロック幹事都道府県にあっ

ては被災地域ブロック内の他の都道府県）に参加させることができることとしている（制

度要綱第８条第５項）。 

さらに、災害時相互応援協定等に基づき現地に派遣された地方公共団体の連絡要員も参

加することができることとしている（制度要綱第８条第６項）。 

 
（３）現地調整会議の役割 

現地調整会議においては、次に掲げる調整等を行うこととしている（制度要綱第８条第

１項）。 

①  現地における情報収集 

②  現地において収集した情報の確保調整本部への報告 

③  ①②に掲げるもののほか、応援職員の派遣に関して必要な調整 

 
（４）被災地域ブロック幹事都道府県の代理 

被災都道府県が被災地域ブロック幹事都道府県である場合は、被災地域ブロック幹事都

道府県の役割について、被災地域ブロック内の他の都道府県（以下「被災地域ブロック幹

事代理都道府県」という。）に行わせることができることとしている（制度要綱第５条第

４項）。 

被災地域ブロック幹事代理都道府県は、総務省、全国知事会並びに被災地域ブロック内

の都道府県及び指定都市に対し、代理となった旨を速やかに連絡することとしている（制

度要綱第５条第４項）。 

 
４．総括支援チーム 

（１）総括支援チームとは 

総括支援チームは、被災市区町村の長への助言、幹部職員との調整、被災市区町村にお

ける応援職員のニーズ等の把握、被災都道府県をはじめとする関係機関及び総務省との連

携等を通じて、被災市区町村が行う災害マネジメントについて総括的に支援することとし

ている（制度要綱第３条第６号）。 

また、「災害マネジメント」の対象業務は多岐にわたるため、総括支援チームの派遣に

あたっては、災害マネジメント総括支援員をサポートできるチーム編成とし、災害マネジ

メント総括支援員及び災害マネジメント支援員など災害対応業務に知見のある者等（以下

の３～５名）で構成することを基本とする。なお、災害の規模や派遣の時期等に応じて、

柔軟に対応することができるものとする。例えば、大規模災害が発生するおそれがある段

階においては、災害マネジメント総括支援員のみ派遣されることも想定される。 

・災害マネジメント総括支援員として登録された者 １名 

・災害マネジメント支援員として登録された者など、避難所運営業務や罹災証明書の

交付業務等に関する知見を有する者 １～２名 

・連絡調整要員 １～２名 

なお、災害マネジメント総括支援員の略称は次のとおりとしている。 
 

 
（２）災害マネジメントとは 

「大規模災害からの被災住民の生活再建を支援するための応援職員の派遣の在り方に関

する研究会報告書（平成29年６月16日）」（以下「研究会報告書」という。）では、被災市

区町村において一体的に確保される必要がある「災害マネジメント」機能として、 

ア）「災害のフェーズ」に応じた災害対応の在り方に関する知見 

ギ  ャ  ド  ゥ   ム 

ＧＡＤＭ＝General Adviser for Disaster Management 
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イ）災害対策の推進体制の整備や進捗把握などの管理マネジメント 

ウ）応援職員の緊急確保に関する総務省等との連絡・調整 

などが想定されている。 

具体的には、それぞれ以下のとおりとされている。 

①「『災害のフェーズ』に応じた災害対応の在り方に関する知見」 

被災市区町村においては、発災直後の人命救助の段階から被災住民の生活再建の支援の

段階への移行に伴い、避難所の運営、家屋被害調査と罹災証明書の交付、がれきの処理、

家屋の応急修理、応急仮設住宅の建設等の様々な災害応急対策を順次進めていくことが求

められる。このため、これらの各災害応急対策の進め方、ノウハウ・留意事項や、併せて、

災害救助法の運用に関する知識が必要となる。 

②「災害対策の推進体制の整備や進捗把握などの管理マネジメント」 

被災市区町村においては、例えば、まずは避難所の運営に注力しつつも、同時並行的に、

次の段階で必要となる罹災証明書の交付事務や仮設住宅の建設等に対する準備を開始しな

ければならない。これに対する人的体制として、避難所の運営については、被災市区町村

の職員を一定数確保しつつも、基本的には他の地方公共団体からの応援職員を充てること

とし、罹災証明書の交付事務や仮設住宅の建設等、実施に当たって企画立案・調整等がか

なりの程度求められる業務については、それぞれ被災市区町村の職員を中心としたプロジ

ェクト・チームを編成し、推進することなどが考えられる。このため、このような推進体

制に関する管理マネジメントの知識・経験が必要となる。また、そのように分担された業

務については、遅れを生じることのないよう、被災市区町村の災害対策本部において、逐

次進捗状況を把握し、課題が生じた場合その解決策を講じる等のフォローが不可欠である。 

③「応援職員の緊急確保に関する総務省等との連絡・調整」 

被災市区町村において、それぞれの業務を担当する人的体制を整備するに当たっては、

被災市区町村の職員に加え、応援職員も視野に入れた上で、人的体制を計画し、それに応

じて応援職員の派遣を求める必要がある。その際に、応援職員の確保について、対口支援

団体による支援では不足し、緊急に全国スキームによる派遣を求める必要が生じる可能性

もあることから、総務省等との密接な連絡・調整が可能な体制を構築しておく必要がある。 

 
（３）総括支援チームの活動事例 

①  対口支援に先立ち先遣隊として派遣される事例 

・被災市区町村の被害状況（家屋被害、農地･山林被害などの概要）の把握 

・応援職員に依頼する業務及び必要人数の把握 

②  被災市区町村が行う災害マネジメントの支援を行う事例 

・応援職員に関する受援体制の確保に関する助言 

・災害対策本部運営に関する助言 

・災害対応についての首長への助言 

・避難所運営など個別業務に関する助言 

・罹災証明書の交付業務（受付・調査・交付）に関する全体のコーディネート 

 
（４）総括支援チームに求められる資質 

研究会報告書において、「『災害マネジメント総括支援員』は、大規模災害時に外部か

ら被災市区町村に派遣され、必ずしも人的関係がない中で、いわば被災市区町村の臨時の

スタッフとなって、首長の『災害マネジメント』を支援するという重要な役割を担う。こ

のため、『災害マネジメント総括支援員』の活動に当たっては、被災市区町村から信頼に

値すると認められることが不可欠の条件となり、仮に信頼が得られない場合には、活動自

体が困難となる。」とされている。したがって、支援にあたっては、派遣元団体等におけ

る手法を画一的に適用しようとするものではあってはならず、被災市区町村の事情や意向

を十分尊重し、それに応じた柔軟な対応を図る必要がある。 

そのため、災害マネジメント総括支援員のみならず総括支援チームには、被災市区町村
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の長の指揮の下、幹部職員等と共に課題を共有しながら、円滑な行政運営を支えていくこ

とができる資質（市区町村の行政運営に関する知見、コミュニケーション能力など）が何

よりも求められる。 

 
（５）災害マネジメント総括支援員及び災害マネジメント支援員の登録要件 

災害マネジメント総括支援員及び災害マネジメント支援員の登録要件については、「災

害マネジメント総括支援員等の登録に関する要綱（平成30年３月23日制定。令和３年２月

１９日最終改正。以下「登録要綱」という。）」第５条において、次のいずれにも該当す

る者としている。 

①地方公共団体により登録要綱第４条第２項に規定する推薦が行われた者 

②登録要綱第９条に規定する研修を受講した者 

また、災害マネジメント総括支援員及び災害マネジメント支援員の推薦の基準は、登録

要綱第３条において、それぞれ以下のとおりとしている。なお、推薦に当たっては、上記

（４）の総括支援チームに求められる資質を十分に考慮する必要がある。 

①災害マネジメント総括支援員：次のいずれにも該当する者 

・災害対応に関する知見を有する者 

・地方公共団体における管理職の経験を有する者若しくは所属の管理運営に携わる職員

であって、当該地方公共団体がその責任において推薦する者 

・地方公共団体において５年以上の勤務経験を有する者 

②災害マネジメント支援員：次のいずれかに該当する者 

・避難所運営業務に関する知見を有する者 

・罹災証明書の交付業務に関する知見を有する者 

・その他災害対応業務に関する知見を有する者 

 
（６）研修 

総務省は、災害マネジメント総括支援員及び災害マネジメント支援員並びにその候補者

に対し、関係省庁の協力を得て研修を実施することとしている（登録要綱第９条）。 

各地方公共団体においては、これらの者に対し積極的な研修受講を促すものとする。 

 
５．対口支援チーム 

（１）支援業務 

対口支援チームは、災害応急対策を中心とした災害対応業務のうち、避難所の運営及び

罹災証明書の交付のほか、本制度以外の仕組み等において対象としていない業務を支援す

ることとしている。ただし、本制度以外の仕組み等と必要な連携を図るものであるとして

いる（制度要綱第３条第４号）。 

本制度以外の仕組み等との必要な連携とは、具体的には、本制度以外の仕組み等におい

て対象としている業務について、当該仕組みが機能するまでの間、対口支援団体が応援職

員を派遣するなど、被災市区町村の実情に応じて対応することを想定したものである。な

お、国等が関与して全国的に行われる本制度以外の主な仕組みについては、下記ＵＲＬに

記載のとおりである。 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/koumuin_seido/hisai_chiho_ko

kyodantai.html 

 
 

（２）対口支援に関する留意事項 

①  公務出張による支援 

本制度は、職務命令による短期の派遣（公務出張）による応援職員派遣の仕組みであること

から、対口支援団体は出張派遣の範疇で対応できる業務について支援を行うものとする。 

②  安全衛生の確保 
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被災市区町村は、対口支援団体に対し業務を依頼するにあたり、応援職員の安全衛生

の確保について配慮するものとする。 

③  民間事業者及びボランティア団体との連携 

被災市区町村は、対口支援団体に対し業務を依頼するにあたり、民間事業者への委託又はボラン

ティア団体との連携等が可能かどうかについて考慮するものとする。 

 
第二章 総括支援チームの派遣 

被災市区町村における災害マネジメントについて支援が必要な場合、確保調整本部において

総括支援チーム派遣団体を決定し、被災市区町村に総括支援チームの派遣が行われる。 

なお、本制度要綱では、被災市区町村への総括支援チームの派遣については、主に以下の３つの場合を

規定している。 

・被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合【フロー図１参照】 

・被災都道府県が必要と判断した場合【フロー図２参照】 

・確保調整本部が得られた情報を基に必要と判断した場合【フロー図３参照】 

以下、この章では、それぞれの場合における総括支援チームの派遣の流れについて説明する。 

 
１．被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合【フロー図１】 

 
 

 
（１）総括支援チームの派遣要請【フロー図１①②参照】 

被災市区町村は、自らが行う災害マネジメントについて支援が必要な場合には、被災都道府県を通

じて確保調整本部（確保調整本部設置前にあっては総務省）に対し総括支援チームの派遣を要

請することができることとしている（制度要綱第２３条第１項）。 

なお、被災都道府県を通じて要請することとしているのは、被災都道府県内での支援の可否につい

て被災都道府県が調整を行う必要があるからである。そのため、被災都道府県は、被災都道府県

内での支援の可否について調整を行った上で、確保調整本部（確保調整本部設置前にあっ

ては総務省）に対し派遣要請を行うこととなる。 
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（２）総括支援チーム派遣に関する協議【フロー図１③参照】 

確保調整本部は、被災市区町村から被災都道府県を通じて確保調整本部に対し派遣要請

があった場合であって、総括支援チームの派遣に関して災害マネジメント総括支援員が属

する被災地域ブロック内の地方公共団体と調整する場合は、原則として、被災地域ブロッ

ク幹事都道府県と協議の上で行うこととしている（制度要綱第２３条第７項）。 

なお、原則として、被災地域ブロック幹事都道府県は総括支援チームの派遣をしないこ

ととしている（制度要綱第２３条第６項）。 ※被災都道府県を補佐するため（制度要綱第

３０条）。 

 
（３）総括支援チーム派遣に関する打診【フロー図１④参照】 

確保調整本部は、総括支援チーム派遣団体の候補団体に対し、総括支援チーム派遣の可

否について事前に打診を行うこととしている。被災市区町村への速やかな支援につなげる

ため、確保調整本部から打診があった際は、庁内での必要な確認を行い、速やかに回答を

行うこととする。 

なお、確保調整本部からの打診については、地域ブロック幹事都道府県又は指定都市市

長会の担当者から行うことを基本とする。 

 
（４）総括支援チーム派遣団体の決定【フロー図１④⑤⑥参照】 

確保調整本部は、総括支援チーム派遣団体を決定した場合には、総括支援チーム派遣団

体に対しその旨を文書により連絡することとしている。ただし、文書を提出するいとまの

ない場合には、電話等により行うものとし、後日文書を提出することとしている。また、

確保調整本部は、関係都道府県に対し、総括支援チーム派遣団体を決定した旨を連絡する

こととし、さらに被災都道府県を通じて被災市区町村に対しその旨を連絡することとして

いる。被災都道府県にあっては、当該連絡を受けた場合、被災市区町村に速やかに連絡を

行う必要がある。 

また、都道府県及び関係団体（全国知事会を除く。）を通じて全国の地方公共団体に対

しその旨を連絡することとしている（制度要綱第２３条第８項）。 

 
（５）総括支援チームの派遣【フロー図１⑦参照】 

総括支援チーム派遣団体は、派遣のための調整が完了次第、速やかに総括支援チームを

派遣する必要がある（制度要綱第２５条第１項）。 

なお、被災市区町村においては、総括支援チームの活動に必要な執務スペースや通信手

段が確保されていることが望ましい。 

また、総括支援チーム派遣団体においては、総括支援チームの活動状況について的確に

把握し、関係機関との必要な調整等を行うものとする。 

 
（６）総括支援チームの活動 

総括支援チームは、被災市区町村の長への助言等を通じて災害マネジメントを総括的に

支援するものである。なお、その際、被災市区町村の長の指揮の下、被災市区町村の事情

や意向を十分尊重し、それに応じた柔軟な対応を図る必要がある。また、被災市区町村に

おける応援職員のニーズ等の把握を支援することとしており（制度要綱第３条第４号）、

被災市区町村への対口支援の必要性の判断に必要な情報について、現地調整会議に報告す

ることが必要である。 

 
（７）連絡会議の開催等による情報共有 

総括支援チームは、被災市区町村における人員充足状況等を把握するため、制度要綱第

１１条第４項第３号に掲げる連絡会議を可能な限り開催するなど、被災市区町村の職員、

他の応援職員（本制度以外の仕組み等により派遣された応援職員）等と情報の共有に努め
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る必要がある。 

 
（８）総括支援チーム派遣団体からの情報提供 

総括支援チーム派遣団体は、確保調整本部及び被災都道府県に対し、総括支援チームの

派遣人数の状況等の情報を毎日提供することとしている（制度要綱第２５条第１項）。こ

れは、対口支援団体からの情報提供（第三章１（９）参照）に併せて報告するものである。 

なお、当該連絡の頻度については、確保調整本部及び被災都道府県が協議して、適宜見

直しを行うこととしている。 

また、被災都道府県は、提供された情報を集約し、被災地域ブロック幹事都道府県に提

供することとしている（制度要綱第２６条第１項）。被災地域ブロック幹事都道府県は、

当該情報を被災地域ブロック内の都道府県及び指定都市に提供するものとする。 

ただし、複数の地域ブロックが被災する広域災害が発生し、当初から確保調整本部によ

る広域的な調整を行った場合は、被災地域ブロック幹事都道府県への情報提供については、

確保調整本部において行うものとする。 

なお、制度要綱第２６条第１項に規定する被災都道府県の役割（当該被災都道府県の区

域内の市区町村に関するものに限る。）について、協議の上、被災地域ブロック幹事都道

府県が被災都道府県に代わって行うことができることとしている（制度要綱第２６条第３

項）。これは、被災都道府県において総括支援チームからの情報の受領、集約業務を行う

ことが困難な場合を想定したものである。 

 

（９）その他 

総括支援チーム派遣団体の交代又は追加を行う際は、既に派遣されている総括支援チー

ム派遣団体は、交代する団体又は追加となった団体に対し、十分な引継ぎを行う必要があ

る。 

 

２．被災都道府県が必要と判断した場合【フロー図２】 
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（１）総括支援チームの派遣要請【フロー図２①②参照】 

被災都道府県は、被災市区町村における応援職員のニーズ等を速やかに把握することと

しており（制度要綱第６条第１項）、被災都道府県が被災市区町村における災害マネジメ

ントについて支援が必要と判断した場合、総括支援チームの派遣に係る被災市区町村の意

向を確認した上で、確保調整本部に対し総括支援チームの派遣について協力の依頼をする

こととしている（制度要綱第２３条第６項）。 

 
（２）総括支援チーム派遣に関する協議【フロー図２③参照】 

確保調整本部は、被災都道府県から協力の依頼を受けた場合であって、総括支援チーム

の派遣に関して災害マネジメント総括支援員が属する被災地域ブロック内の地方公共団体

と調整する場合は、原則として、被災地域ブロック幹事都道府県と協議の上で行うことと

している（制度要綱第２３条第７項）。 

なお、原則として、被災地域ブロック幹事都道府県は総括支援チームの派遣をしないこ

ととしている（制度要綱第２３条第６項）。 ※被災都道府県を補佐するため（制度要綱

第３０条）。 

 

（３）総括支援チーム派遣に関する打診【フロー図２④参照】 

「１．被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合」の「（３）総括

支援チーム派遣に関する打診」と同様 

 
（４）総括支援チーム派遣団体の決定【フロー図２④⑤⑥参照】 

「１．被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合」の「（４）総括

支援チーム派遣団体の決定」と同様 

 
（５）総括支援チームの派遣【フロー図２⑦参照】 

「１．被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合」の「（５）総括

支援チームの派遣」と同様 

 
（６）総括支援チームの活動 

「１．被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合」の「（６）総括

支援チームの活動」と同様 

 
（７）連絡会議の開催等による情報共有 

「１．被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合」の「（７）連絡

会議の開催等による情報共有」と同様 

 
（８）総括支援チーム派遣団体からの情報提供 

「１．被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合」の「（８）総括

支援チーム派遣団体からの情報提供」と同様 

 

（９）その他 

「１．被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合」の「（９）その

他」と同様 
 

３．確保調整本部が必要と判断した場合【フロー図３】 

※震度７の地震が発生した被災市区町村に対し、要請によることなく派遣する場合を含む（制

度要綱第２４条）。 

※既に入っている総括支援チームから確保調整本部に対し、交代又は追加の申出があった場合

を含む（制度要綱第２６条第４項）。 
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（１）総括支援チーム派遣の必要性の確認【フロー図３①②参照】 

確保調整本部が得られた情報を基に被災市区町村における災害マネジメントについて支

援が必要と判断した場合（制度要綱第２３条第６項）、原則として、被災都道府県を通じ

て総括支援チームの派遣に係る被災市区町村の受援体制を確認することとしている。 

 
（２）総括支援チーム派遣に関する協議【フロー図３③参照】 

確保調整本部は、得られた情報を基に必要と判断した場合であって、総括支援チームの

派遣に関して災害マネジメント総括支援員が属する被災地域ブロック内の地方公共団体と

調整する場合は、原則として、被災地域ブロック幹事都道府県と協議の上で行うこととし

ている（制度要綱第２３条第７項）。 

なお、原則として、被災地域ブロック幹事都道府県は総括支援チームの派遣をしないこ

ととしている（制度要綱第２３条第７項）。 ※被災都道府県を補佐するため（制度要綱

第３０条）。 

 

（３）総括支援チーム派遣に関する打診【フロー図３④参照】 

「１．被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合」の「（３）総括

支援チーム派遣に関する打診」と同様 

 
（４）総括支援チーム派遣団体の決定【フロー図３④⑤⑥参照】 

「１．被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合」の「（４）総括

支援チーム派遣団体の決定」と同様 

 
（５）総括支援チームの派遣【フロー図３⑦参照】 

「１．被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合」の「（５）総括

支援チームの派遣」と同様 



38 

 
（６）総括支援チームの活動 

「１．被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合」の「（６）総括

支援チームの活動」と同様 

 
（７）連絡会議の開催等による情報共有 

「１．被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合」の「（７）連絡

会議の開催等による情報共有」と同様 

 
（８）総括支援チーム派遣団体からの情報提供 

「１．被災市区町村から被災都道府県を通じて派遣要請があった場合」の「（８）総括

支援チーム派遣団体からの情報提供」と同様 

 

（９）その他 

総括支援チーム派遣団体の交代又は追加を行う際は、既に派遣されている総括支援チー

ム派遣団体は、交代する団体又は追加となった団体に対し、十分な引継ぎを行う必要があ

る。 

また、複数の総括支援チーム派遣団体が同じに一被災市区町村を支援する場合は、適切

に役割分担することが望ましい。 

 
第三章 対口支援団体の決定 

被災都道府県内の地方公共団体による応援職員の派遣だけでは被災市区町村において完結し

て災害対応業務を実施することが困難である場合又は困難であると見込まれる場合、確保調整

本部において対口支援団体を決定し、被災市区町村に応援職員の派遣が行われる。 

なお、本制度要綱では、対口支援団体の決定について、以下の２つの場合を規定している。 

・総括支援チームが派遣されていない被災市区町村の場合【フロー図４参照】 

・総括支援チームが派遣されている被災市区町村の場合【フロー図５参照】 

以下、この章では、それぞれの場合における対口支援団体の決定の流れについて説明する。 

 
１．総括支援チームが派遣されていない被災市区町村の場合【フロー図４】 



39 

 
 

（１）対口支援の必要性の把握【フロー図４①②参照】 

被災都道府県は、被災市区町村における応援職員のニーズ等を速やかに把握することと

しており（制度要綱第６条第１項）、当該被災都道府県内の地方公共団体による応援職員

の派遣だけでは被災市区町村において完結して災害対応業務を実施することが困難である

場合又は困難であると見込まれる場合、対口支援に係る被災市区町村の意向を確認した上

で、被災地域ブロック幹事都道府県を通じて被災地域ブロック内の地方公共団体に対し、

応援職員の派遣について協力を依頼することとしている（制度要綱第９条第１項）。 

なお、被災都道府県が依頼することとしているのは、被災都道府県内の地方公共団体に

よる応援職員派遣の可否について被災都道府県が調整を行う必要があるからである。その

ため、被災都道府県は、被災都道府県内での応援職員派遣の可否について調整を行った上

で、協力依頼を行うこととなる。 

 
（２）対口支援の案の作成【フロー図４③参照】 

確保調整会議は、被災都道府県が被災地域ブロック幹事都道府県を通じて被災地域ブロ

ック内の地方公共団体に対し応援職員の派遣依頼を行った場合には、被災地域ブロック内

における対口支援団体を決定することとしている（制度要綱第１０条第１項）。 

なお、対口支援団体を決定するに当たっては、制度要綱第１０条第２項各号※に掲げる事

項を考慮することを基本としている。 
 

※制度要綱第１０条第２項各号に掲げる事項 

①総括支援チームの派遣の状況 

②被災市区町村における派遣要請人数（業務又は職種、期間等を含む。）、被害の状況

及び災害対応業務実施体制の状況 

③対口支援団体の対象となる都道府県又は指定都市と被災市区町村との距離及び移動時

間 

④対口支援団体の対象となる都道府県（当該都道府県の区域内の市区町村を含む。） 又

は指定都市の職員数 
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⑤対口支援団体の対象となる都道府県又は指定都市の過去の災害における応援職員の派

遣の実績 

⑥災害時相互応援協定等の締結状況 

⑦その他、被災市区町村の人口等考慮を必要とする事項 

 
（３）対口支援に関する打診【フロー図４③参照】 

確保調整本部は、対口支援団体の候補団体に対し、応援職員派遣の可否について事前に

打診を行うこととしている。被災市区町村への速やかな支援につなげるため、確保調整本

部から打診があった際は、庁内での必要な確認を行い、速やかに回答を行うこととする。

なお、確保調整本部からの打診については、地域ブロック幹事都道府県又は指定都市市長

会の担当者から行うことを基本とする。 

 
（４）対口支援団体の決定の連絡等【フロー図４③④⑤参照】 

確保調整本部は、対口支援団体を決定した場合には、確保調整本部から対口支援団体に

対し決定事項などを速やかに文書により連絡することとしている。ただし、文書を提出す

るいとまのない場合には、電話等により行うものとし、後日文書を提出することとしてい

る。（制度要綱第１０条第４項）。 

さらに、被災都道府県は、被災市区町村に対し確保調整本部で決定した事項を速やかに

連絡することとしている（制度要綱第１０条第５項）。 

 
（５）対口支援チームの派遣【フロー図４⑦参照】 

対口支援団体は、確保調整本部から決定事項などの連絡を受けた場合には、対口支援を

行う被災市区町村に連絡要員を派遣する等により、当該被災市区町村における応援職員の

ニーズ等を把握することとしている（制度要綱第１１条第１項）。 

また、対口支援団体及び対口支援団体である都道府県と一体的支援を行う市区町村は、

派遣のための調整が完了次第、速やかに応援職員を派遣することとしている（制度要綱第

１１条第３項）。 

なお、被災市区町村においては、対口支援チームの受入れに際し、応援職員が従事する

業務について整理されている必要がある。 

また、対口支援団体においては、応援職員の活動状況について的確に把握し、関係機関

との必要な調整等を行うものとする。具体的には、応援職員のニーズ等を踏まえた応援職

員の派遣、関係機関で構成する連絡会議等での情報の共有、応援職員に関する受援体制の

確保に関する助言などの支援を継続的に行うこととしている（制度要綱第１１条第４項）。

このため、対口支援団体においては、応援職員の派遣にあたり、管理職など応援職員のと

りまとめ等を行うことができる職員を派遣することが望ましい。 

さらに、応援職員の交代にあたり、適切に業務実施の手順等について引継ぎを行うなど、

切れ目のない円滑な支援となるよう留意する必要がある。 

 
（６）対口支援チームの活動 

対口支援チームは、被災市区町村における避難所運営や罹災証明書の交付等の災害対応

業務を支援するものである。なお、活動にあたっては、内閣府（防災担当）から示されて

いる「避難所運営ガイドライン」や「災害に係る住家被害認定業務実施体制の手引き」に

基本的な業務実施の手順等が示されており、これらを踏まえて被災市区町村と協議する必

要がある。 

 
（７）幹事団体の決定 

一の被災市区町村に対し複数の対口支援団体を決定した場合には、対口支援団体間の協

議により幹事団体を決定し、確保調整本部に報告するものとする。幹事団体の候補として

は、具体的には、総括支援チーム派遣団体、最初に連絡要員を派遣又は対口支援を行った
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団体などが考えられる。 

幹事団体は、対口支援団体のまとめ役として、被災市区町村と応援職員に関する調整等

を行うものとする。 

 
（８）連絡会議の開催等による情報共有 

対口支援団体は、被災市区町村における人員充足状況等を把握するため、制度要綱第１

１条第４項第３号に掲げる連絡会議を開催するなど、被災市区町村の職員、他の応援職員

（本制度以外の仕組み等により派遣された応援職員）等と情報の共有に努める必要がある。 

 
（９）対口支援団体からの情報提供 

対口支援団体は、確保調整本部及び被災都道府県に対し、応援職員の派遣要請人数及び

派遣人数の状況等の情報を毎日提供することとしている。（制度要綱第１２条第１項） 

また、被災都道府県は、提供された情報を集約し、被災地域ブロック幹事都道府県に提

供することとしている（制度要綱第１２条第２項）。 

なお、制度要綱第１２条第１項に規定する被災都道府県の役割について、協議の上、被

災地域ブロック幹事都道府県が被災都道府県に代わって行うことができることとしている

（制度要綱第１２条第３項）。これは、被災都道府県において対口支援団体からの情報の

受領、集約業務を行うことが困難な場合を想定したものである。 
 

（10）全国の地方公共団体による応援職員の派遣【フロー図４－２②参照】 

被災都道府県及び被災地域ブロック幹事都道府県は、被災地域ブロック幹事都道府県を

通じて被災地域ブロック内の地方公共団体に対し、応援職員の派遣について協力の依頼を

行うに際し、当該被災地域ブロック都道府県内の地方公共団体による応援職員の派遣だけ

では対応が困難な場合は、確保調整本部に対し第２段階支援の必要性について連絡するこ

ととしている（制度要綱第１３条第１項）。 

 

（11）その他 

対口支援団体の交代又は追加を行う際は、既に派遣されている対口支援団体は、交代す

る団体又は追加となった団体に対し、十分な引継ぎを行う必要がある。 

 

 

【フロー図４－２】 
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２．総括支援チームが派遣されている被災市区町村の場合【フロー図５】 

 
 

（１）対口支援の必要性の把握【フロー図５①参照】 

被災都道府県は、被災市区町村における応援職員のニーズ等を速やかに把握することと
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しており（制度要綱第６条第１項）、当該被災都道府県内の地方公共団体による応援職員

の派遣だけでは被災市区町村において完結して災害対応業務を実施することが困難である

場合又は困難であると見込まれる場合、対口支援に係る被災市区町村の意向を確認した上

で、被災地域ブロック幹事都道府県を通じて被災地域ブロック内の地方公共団体に対し、

応援職員の派遣について協力を依頼することとしている（制度要綱第９条第１項）。 

この場合、被災市区町村に派遣された総括支援チームからの情報（応援職員のニーズ等）

を踏まえ、被災都道府県が、被災都道府県内の地方公共団体による応援職員派遣の可否に

ついて調整を行った上で、協力依頼を行うこととなる。被災市区町村に派遣された総括支

援チームには、被災都道府県に対し、被災市区町村の意向を確認した上で、応援職員のニ

ーズ等を的確に情報提供することが求められる。 

 
（２）対口支援の案の作成【フロー図５③参照】 

「１．総括支援チームが派遣されていない被災市区町村の場合」の「（２）対口支援の

案の作成」と同様 

 
（３）対口支援に関する打診【フロー図５③参照】 

「１．総括支援チームが派遣されていない被災市区町村の場合」の「（３）対口支援に

関する打診」と同様 

 
（４）対口支援団体の決定【フロー図５③④⑤参照】 

「１．総括支援チームが派遣されていない被災市区町村の場合」の「（４）対口支援団

体の決定」と同様 

 
（５）対口支援チームの派遣【フロー図５⑥参照】 

「１．総括支援チームが派遣されていない被災市区町村の場合」の「（５）対口支援チ

ームの派遣」と同様 

※ただし、制度要綱第１１条第１項に係る部分を除く。 

 
（６）対口支援チームの活動 

「１．総括支援チームが派遣されていない被災市区町村の場合」の「（６）対口支援チ

ームの活動」と同様 

 
（７）幹事団体の決定 

「１．総括支援チームが派遣されていない被災市区町村の場合」の「（７）幹事団体の

決定」と同様 

 
（８）連絡会議の開催等による情報共有 

「１．総括支援チームが派遣されていない被災市区町村の場合」の「（８）連絡会議の

開催等による情報共有」と同様 

 
（９）対口支援団体からの情報提供 

「１．総括支援チームが派遣されていない被災市区町村の場合」の「（９）対口支援団

体からの情報提供」と同様 
 

（10）全国の地方公共団体による応援職員の派遣 

「１．総括支援チームが派遣されていない被災市区町村の場合」の「（10）全国の地方

公共団体による応援職員の派遣」と同様 
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（11）その他 

「１．総括支援チームが派遣されていない被災市区町村の場合」の「（11）その他」と

同様 

 

第四章 追加の対口支援団体の決定 

当初決定した対口支援団体による応援職員の派遣だけでは対口支援を行う被災市区町村にお

いて完結して災害対応業務を実施することが困難である場合又は困難であると見込まれる場合

には、確保調整本部において追加の対口支援団体を決定し、被災市区町村に追加の対口支援団

体による応援職員の派遣が行われる。【フロー図６参照】 

以下、この章では、追加の対口支援団体の決定の流れについて説明する。 

 
１．追加の対口支援団体の決定【フロー図６】 

 
 

 
（１）追加の対口支援の必要性の把握【フロー図６①参照】 

対口支援団体は、被災市区町村における人員充足状況等を把握するため、制度要綱第１

１条第４項第３号に掲げる連絡会議を開催するなど、被災市区町村の職員、他の応援職員

（本制度以外の仕組み等により派遣された応援職員）等と情報の共有に努める必要がある。 

 
（２）追加の対口支援の必要性の連絡【フロー図６①②参照】 

対口支援団体は、当該対口支援団体による応援職員の派遣だけでは対口支援を行う被災

市区町村において完結して災害対応業務を実施することが困難である場合又は困難である

と見込まれる場合には、被災市区町村と協議の上、被災都道府県に対し追加の対口支援の

必要性について連絡することとしている（制度要綱第１７条第１項）。 

※被災市区町村において追加の対口支援の必要性を把握した場合も、必ず既に派遣され

ている対口支援団体と協議の上、派遣を要請すること。 
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（３）追加の対口支援の必要性の連絡【フロー図６③参照】 

被災都道府県は、対口支援団体からの追加の対口支援の必要性の連絡に対し、対口支援

団体だけでは被災市区町村において完結して災害対応業務を実施することが困難である場

合又は困難であると見込まれる場合には、確保調整本部に対し追加の対口支援の必要性に

ついて連絡することとしている（制度要綱第１７条第３項）。 

なお、被災都道府県は、被災都道府県内の地方公共団体による応援職員派遣の可否につ

いて調整を行った上で、追加の対口支援の必要性について連絡することとなる。 

 
（４）追加の対口支援に関する打診【フロー図６④参照】 

確保調整本部は、追加の対口支援団体の候補団体に対し、応援職員派遣の可否について

事前に打診を行うこととしている。被災市区町村への速やかな支援につなげるため、確保

調整本部から打診があった際は、庁内での必要な確認を行い、速やかに回答を行うことと

する。 

なお、確保調整本部からの打診については、地域ブロック幹事都道府県又は指定都市市

長会の担当者から行うことを基本とする。 

 
（５）追加の対口支援団体の決定【フロー図６④⑤⑥⑦参照】 

確保調整本部は、追加の対口支援団体を決定した場合には、確保調整本部から追加の対

口支援団体に対し決定事項などを速やかに文書により連絡することとしている。ただし、

文書を提出するいとまのない場合には、電話等により行うものとし、後日文書を提出する

こととしている。また、確保調整本部は、被災都道府県に対し確保調整本部で決定した事

項を速やかに連絡することとしている（制度要綱第１８条第２項）。 

また、被災都道府県は、追加の対口支援の必要性を連絡した対口支援団体に対し、確保

調整本部で決定した事項を速やかに連絡することとしており、当該連絡を受けた対口支援

団体は、対口支援を行う被災市区町村に対し確保調整本部で決定した事項を速やかに連絡

することとしている（制度要綱第１８条第２項）。 

 
（６）追加の対口支援チームの派遣【フロー図６⑧参照】 

追加の対口支援団体は、確保調整本部から決定事項などの連絡を受けた場合には、派遣

要請人数等を踏まえ、応援職員派遣のための調整を行うこととしている（制度要綱第１９

条第１項）。 

また、追加の対口支援団体及び追加の対口支援団体である都道府県と一体的支援を行う

市区町村は、派遣のための調整が完了次第、速やかに応援職員を派遣することとしている

（制度要綱第１９条第２項）。 

なお、被災市区町村においては、追加の対口支援団体の受入れに際し、応援職員が従事

する業務について整理されている必要がある。 

また、追加の対口支援団体においては、応援職員の活動状況について的確に把握し、関

係機関との必要な調整等を行うものとする。具体的には、応援職員のニーズ等を踏まえた

応援職員の派遣、関係機関で構成する連絡会議等での情報の共有、応援職員に関する受援

体制の確保に関する助言などの支援を継続的に行うこととしている（制度要綱第１１条第

４項）。このため、追加の対口支援団体においても、応援職員の派遣にあたり、管理職な

ど応援職員のとりまとめ等を行うことができる職員を派遣することが望ましい。 

さらに、応援職員の交代にあたり、適切に業務実施の手順等について引継ぎを行うなど、

切れ目のない円滑な支援となるよう留意する必要がある。 

 
（７）幹事団体の決定 

「１．総括支援チームが派遣されていない被災市区町村の場合」の「（７）幹事団体の

決定」と同様 
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（８）追加の対口支援団体からの情報提供 

「１．総括支援チームが派遣されていない被災市区町村の場合」の「（９）対口支援団

体からの情報提供」と同様 

 
（９）被災都道府県の役割の被災地域ブロック幹事都道府県による代行 

被災地域ブロック幹事都道府県は、制度要綱第１７条第１項、同条第３項、第１８条第

２項及び第２０条第１項に規定する被災都道府県の役割（当該被災都道府県の区域内の被

災市区町村に関するものに限る。）について、被災都道府県と協議の上、被災都道府県に

代わって行うことができることとしている（制度要綱第２０条第３項）。 

（10）その他 

対口支援チーム派遣団体の交代又は追加を行う際は、既に派遣されている対口支援チー

ム派遣団体は、交代する団体又は追加となった団体に対し、十分な引継ぎを行う必要があ

る。 

 
第五章 派遣の終了 

１．総括支援チーム 

総括支援チームの派遣の終了については、被災都道府県及び総括支援チーム派遣先被災市

区町村と十分協議の上、検討を行うものとする。この場合、次に掲げる①及び②に該当する

ことを確認する必要がある。また、当事者間での判断が困難である場合、確保調整本部に相

談することが望ましい。 

なお、総括支援チームの派遣を終了する場合には、総括支援チーム派遣団体から確保調整

本部に対し、事前に以下の①及び②に係る確認状況等を記載した文書により連絡することと

している（制度要綱第２５条第４項）。 

①総括支援チーム派遣先被災市区町村において適切に人員充足状況を把握でき、被災都道

府県との連絡等が十分行われると判断される状況にあること 

②総括支援チーム派遣先被災市区町村の災害マネジメントを支援する必要がなくなったと

判断される状況にあること 

（例：総括支援チーム派遣先被災市区町村における自律的な本部運営の実施など） 

 
２．対口支援チーム 

対口支援チーム（追加の対口支援団体を含む。）の派遣の終了については、被災都道府県

及び対口支援先被災市区町村と十分協議の上、検討を行うものとする。この場合、次に掲げ

る①、②又は③に該当することを確認する必要がある。また、当事者間での判断が困難であ

る場合、確保調整本部に相談することが望ましい。 

なお、応援職員の派遣を終了する場合には、対口支援団体から確保調整本部に対し、事前

に以下の①、②又は③に係る確認状況等を記載した文書により連絡することとしている（制

度要綱第１１条第５項、第１５条第３項、第１９条第３項）。 

①対口支援先被災市区町村の職員において対応が可能であると判断される状況にあること 

（例：避難所の集約や自主運営の拡大に伴う業務減など） 

②対口支援先被災市区町村の職員だけでは対応が困難であるものの、被災都道府県及び被

災都道府県内の他の市区町村からの応援職員の確保により、対応が可能であると判断さ

れる状況にあること 

③派遣の長期化等により、対口支援団体での応援職員数の確保が困難になったこと 

ただし、上記③の場合で、引き続き支援が必要なときは、確保調整本部は、他の対口支援

団体を調整することとする。 

 
３．被災市区町村 

被災市区町村は、上記１及び２を参考として、派遣終了について総括支援チーム派遣団体

又は対口支援団体と協議を行うことが必要である。また、当事者間での判断が困難である場
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合、被災都道府県を通じて確保調整本部に相談することが望ましい。 
 

４．被災都道府県 

被災都道府県は、上記１及び２を参考として、区域内の地方公共団体による被災市区町村

への応援職員の派遣調整を行うなど、対口支援終了後の応援体制の構築に努めるとともに、

派遣終了について、被災市区町村、総括支援チーム派遣団体及び対口支援団体と協議を行う

ことが必要である。また、当事者間での判断が困難である場合、確保調整本部に相談するこ

とが望ましい。 

 
５．確保調整本部 

確保調整本部は、上記１又は２により、総括支援チーム派遣団体又は対口支援団体から派

遣終了の連絡を受けた場合、その内容について確認のうえ、当該総括支援チーム派遣団体又

は対口支援団体に対し、派遣終了について文書により連絡することとしている（制度要綱第

１１条第６項、第１５条第４項、第１９条第４項、第２５条第５項）。 

 
６．派遣終了に関する留意点 

総括支援チーム及び対口支援団体による応援職員の派遣期間については、被災市区町村に

よって状況が様々であることから、一律にルール化することは困難であるが、受援側（被災

都道府県及び被災市区町村）と応援側（総括支援チーム派遣団体及び対口支援団体）の双方

における丁寧な話し合いにより合意形成を図る必要がある。早期に派遣終了の時期について

の協議を開始することが望ましい。 

なお、派遣終了に向けた段階的な業務移管の協議も行うことが望ましい。 

なお、対口支援団体による応援職員の派遣期間については、以下の状況から、発災後、概

ね１ヶ月を一つの目安とすることは考えられるところである。 

・発災後、時間の経過とともに被災市区町村における応急対応業務の量は減少し、被災市

区町村や県内の地方公共団体からの応援で対応できる可能性が高まること。 

・罹災証明書は、発災から１ヶ月以内を目処に初回の調査を実施し、交付を行う必要があ

ること。 

ただし、被災状況によっては派遣期間が伸長することに留意が必要である。 

また、派遣終了の時期について被災市区町村と合意していた場合においても、その後の状

況変化により、応援職員の派遣期間が延長又は短縮される状況も想定されるところである。

その際には、改めて被災市区町村と応援職員の派遣終了の時期について協議する必要がある。 

 

 
第六章 費用負担 

１．応援職員の派遣に関する費用の負担 

本制度に基づく応援職員の派遣に要した費用の負担については、法令の定めによるほか、

応援職員を派遣した地方公共団体と被災市区町村又は被災市区町村を包括する被災都道府県

とが協議して定めるものとする（制度要綱第３２条）。この場合、既に定められている災害

時相互応援協定等の定めによることも含まれるものである。 

なお、応援職員の派遣に関する費用負担の検討にあたっては、以下の制度に留意する必要

がある。 

①災害救助法の対象経費（避難所運営など） 

避難所運営経費など災害救助法第４条に規定する救助に要する経費は、被災都道府県が

支弁することとなっている。 

②災害救助法の対象外経費（災害対策本部運営支援、罹災証明書交付など） 

被災地域の応援等に要する経費については、応援側に特別交付税措置が講じられること

となっている。 

 



48 

第七章 平時における体制整備 

１．応援職員の派遣準備 

（１）応援職員の対応能力の向上、リスト化 

地方公共団体は、災害対応に必要な資格・免許の取得、避難所運営や罹災証明書の交付

などに関する研修の受講等を促進することにより、職員の災害対応能力の向上に努める必

要がある。これは、応援職員としてのスキルアップのみならず、自らの地方公共団体が被

災した際に的確に対応できる職員の育成につながるものである。 

また、迅速な応援職員の派遣に向け、派遣要員について事前にリスト化しておくことも

有用である。 

なお、平成３１年度より、職員の災害対応能力向上のため、資格取得・講習受講に要す

る経費について地方交付税措置を講じることとしている。 

 

（２）応援職員のための装備 

各地方公共団体においては、迅速な応援職員の派遣が行われるよう、平時より必要な装

備について準備しておく必要がある。 

想定される装備品の例を次ページに掲げるが、平成３１年度より、本制度等に基づき被

災団体へ派遣される職員の装備に要する経費について地方交付税措置を講じることとして

いる。 

 

（３）一体的支援 

避難所運営や罹災証明書の交付などの災害対応業務は市区町村の担当業務であることか

ら、大規模災害発生時には、全国の市区町村による積極的な応援職員の派遣が期待される

ところである。 

被災市区町村に対する対口支援にあたっては、対口支援団体である都道府県が、区域内

の市区町村（原則として指定都市を除く。）とともに、一体的に応援職員を派遣すること

としている（制度要綱第３条第５号）。 

したがって、災害発生時に速やかに一体的支援が行えるよう、あらかじめ都道府県と区

域内の市区町村の間で、派遣に関するルールや情報連絡体制を確立しておくことが必要で

ある。 

 

 

＜想定される装備品の例＞ 
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２．受援体制の構築 

（１）受援計画への位置づけ等 

大規模災害発生時に、被災地方公共団体において災害対応業務に必要な人的資源が不足

した場合、応援職員の派遣を受け入れることが必要不可欠となる。このため、円滑に応援

の受入れができるよう、事前に受援体制を整備し、応援職員の役割について整理しておく

必要がある。 

受援体制の構築に関しては、内閣府（防災担当）から「地方公共団体のための災害時受

援体制に関するガイドライン（平成29年3月）」が発出されている。 

このガイドラインでは、「災害が発生すると、たとえ被害の規模が小さく、影響範囲が

限定的であっても、被災地方公共団体においては、通常業務の範囲や量を超えて生じる新

たな業務への対応が必要となる。被害規模が大きくなり、影響範囲が拡大すれば、求めら

れる対応の内容や量は拡大し、被災地方公共団体単独での対応は、一層困難になる。この

ような地方公共団体の対応力を超える状況下で不可欠なのが『応援の受入れ』である」と

され、また、「応援を受けて実施する業務をあらかじめ特定し、その業務の具体内容を整

理し、応援側に依頼する範囲を明らかにしておくことで、応援の実効性を高めておく必要

がある」とされている。 

なお、このガイドラインには、平成３０年３月から運用を開始した本制度に関する記述

はないが、本制度に基づく受援について、あらかじめ各地方公共団体の受援計画等に位置

付けておく必要がある。 

 

（２）本制度に関する受援担当部署 

本制度に関する受援担当部署は、平時から市区町村との連絡体制を構築している必要が

ある。 

 

（３）宿泊可能な施設等のリスト化 

地方公共団体は、応援職員等の宿泊場所の確保が困難となる場合を想定して、応援職員

等に対して紹介できる、ホテル・旅館、公共施設の空きスペース、仮設の拠点や車両を設

置できる空き地など宿泊場所として活用可能な施設等のリスト化に努めることとしている

（制度要綱第２７条３項）。 

※令和６年６月防災基本計画を踏まえた対応。 

 

３．訓練の実施 

総務省は、発災時における本制度の円滑な運用を確保するため、関係機関の協力を得て、

訓練を実施することとしている（制度要綱第３４条）。 

こうした訓練を通じて、それぞれの団体において、本制度に対する理解を深めるとともに、

災害時における総務省、関係省庁、関係団体、地方公共団体間の情報伝達経路の確認等を行

っておく必要がある。 
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また、都道府県は、平素より地域ブロック内の都道府県・指定都市や区域内の市区町村な

どと訓練を実施するなど、災害時における情報伝達経路を確認し、地方公共団体間の連携体

制をより強固なものとしていく必要がある。さらに、様々な訓練の機会を通じて、自らの受

援体制及び区域内の市区町村に対する応援体制の確認、充実に努めていく必要がある。 
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香川県防災対策基本条例 

（平成18年7月15日 香川県条例第57号） 

（令和3年10月13日 香川県条例第23号） 

平成十六年に県内に甚大な被害をもたらした台風災害を受け、本県でも防災対策が重要であ

ることが改めて認識された。また、近い将来発生すると予測されている南海トラフ地震に備え

るためにも、より一層の防災対策の充実が必要である。 

これまでの防災対策は、災害対策基本法及び同法に基づく地域防災計画等により、県、市町

等公的な機関が行う災害への対応を中心に実施されてきた。 

しかし、これまでの災害の状況にかんがみ、被害を軽減するためには、公的な機関が行う防

災対策のみならず、県民が自ら行う防災対策が重要であると改めて認識した。 

県民が自らの身は自らで守る「自助」、地域の安全は地域住民が互いに助け合って守る「共

助」及び行政による「公助」という理念の下、県民、市町及び県が、協働して防災対策を行う

ことで、被害を最小限度にとどめることができる。 

こうした考えを県民、市町及び県が共有し、災害に強い人づくりと県土づくりを行うため、

ここに、私たちは、この条例を制定する。 

第一章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、防災対策の基本理念を定めるとともに、県民、市町及び県の責務等を明

らかにすることにより、防災対策を総合的かつ計画的に推進し、もって災害に強い県づくりに

寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

１ 災害 地震、津波、洪水、高潮、土石流その他の自然現象により生ずる被害をいう。 

２ 防災対策 災害を未然に防止し、及び災害が発生した場合における被害の拡大を防ぐため

に行う対策をいう。 

（基本理念） 

第３条 防災対策は、県民が自らの身は自らで守る自助を原則とし、自助を前提に地域の安全

を地域住民が互いに助け合って守る共助に努め、市町及び県が公助を行うことを基本とし、県

民、市町及び県が、それぞれの役割を果たし、協働して行わなければならない。 

（県民の責務） 

第４条 県民は、基本理念にのっとり、自ら防災対策を行うとともに、地域において相互に連

携して防災対策を行うよう努めるものとする。 

（市町の役割） 

第５条 市町は、基本理念にのっとり、基礎的な地方公共団体として、災害から住民の生命、

身体及び財産を守るため、県及び関係機関と連携し、災害に的確かつ迅速に対応することがで

きる地域づくりに努めるものとする。 
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２ 市町は、この条例に規定する市町の施策について、当該市町の地域防災計画（災害対策基

本法（昭和36年法律第223号。以下「法」という。）第２条第10号に規定する地域防災計画を

いう。以下同じ。）に定めるところにより、その施策を行うものとする。 

（県の責務） 

第６条 県は、基本理念にのっとり、災害から県民の生命、身体及び財産を守るため、市町を

支援するとともに、市町及び関係機関と連携し、災害に強い県土づくり及びネットワークづく

りに努めるものとする。 

２ 県は、地域防災計画をこの条例に規定する施策に沿って定めるものとする。 

 

第二章 災害予防対策 

第一節 県民等 

第一款 県民 

（防災知識の習得等） 

第７条 県民は、防災訓練及び研修に積極的に参加するなどして、災害の発生原因となる自然

現象（以下「災害発生現象」という。）の種類ごとの特徴、予測される被害、災害発生に対す

る備え及び災害発生現象に遭遇した場合にとるべき行動に関する知識の習得に努めるものとす

る。 

２ 県民は、自らが生活する地域について、地形、地質、過去の災害記録、予測される被害そ

の他の災害に関する情報（以下「地形等災害情報」という。）を収集するよう努めるものとす

る。 

３ 県民は、災害発生現象の態様に応じた避難場所（指定緊急避難場所（法第49条の４第１項

に規定する指定緊急避難場所をいう。以下同じ。）、指定避難所（法第49条の７第１項に規定

する指定避難所をいう。以下同じ。）その他の避難場所をいう。以下同じ。）、避難の経路及

び方法、家族との連絡方法等をあらかじめ家族等で確認しておくよう努めるものとする。 

（災害情報の提供） 

第８条 不動産を譲渡し、交換し、又は貸し付けようとする者は、その相手方に対して、あら

かじめ当該不動産についての地形等災害情報を提供するよう努めるものとする。 

（建築物の所有者等の防災対策） 

第９条 建築物の所有者は、当該建築物について必要な耐震診断を行うとともに、その結果に

応じて改修等を行うよう努めるものとする。 

２ 県民は、家具、窓ガラス等について、転倒、落下等による被害の発生を防ぐための対策を

行うよう努めるものとする。 

３ ブロック塀、広告板その他の工作物又は自動販売機（以下「工作物等」という。）を設置

する者は、当該工作物等の強度等を定期的に点検し、必要に応じて補強、撤去等を行うよう努

めるものとする。 

（用具の備え） 

第10条 県民は、災害を未然に防止し、又は災害が発生した場合における被害の拡大を防ぐた

め、消火器その他の必要な用具を備えるよう努めるものとする。 
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（県民による備蓄等） 

第11条 県民は、災害発生に備えて、食料、飲料水、医薬品その他の生活物資を備蓄し、及び

ラジオ等の情報収集の手段を用意しておくよう努めるとともに、避難の際に必要な物資を持ち

出すことができるように準備しておくよう努めるものとする。 

（避難行動要支援者による情報の提供） 

第12条 高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者のうち、災害が発生し、又は災

害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難なものであって、その円滑かつ迅速

な避難の確保を図るため特に支援を要するもの（以下「避難行動要支援者」という。）は、市

町、住民の隣保協同の精神に基づく自発的な防災組織（以下「自主防災組織」という。）等

に、あらかじめ避難の際に必要な自らの情報を提供するよう努めるものとする。 

（自主防災組織への参加等） 

第13条 県民は、地域における防災対策を円滑に行うため、自主防災組織を結成し、及びその

活動に積極的に参加するよう努めるものとする。 

第二款 自主防災組織 

（災害危険場所の確認等） 

第14条 自主防災組織は、第25条第１項、第２項又は第４項の規定により市町又は県が提供す

る情報等を活用して、あらかじめ災害が発生する危険性が高い場所及びその場所の危険度を確

認するよう努めるものとする。 

２ 自主防災組織は、あらかじめ、災害発生現象の態様に応じた避難場所、避難の経路及び方

法等を確認するよう努めるものとする。 

３ 自主防災組織は、前２項の規定により確認した情報その他防災に関する情報を示した地図

を作成し、及び周知するよう努めるものとする。 

（避難行動要支援者への支援体制の整備） 

第15条 自主防災組織は、あらかじめ、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合におけ

る地域の避難行動要支援者の避難誘導、避難支援等を、市町及び関係機関と連携して行うため

の体制を整備するよう努めるものとする。 

（地域住民の行動基準の作成等） 

第16条 自主防災組織は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に地域住民がとるべ

き行動について、災害発生時、避難途中、避難場所等における行動基準を作成し、及び周知す

るよう努めるものとする。 

（防災意識の啓発等） 

第17条 自主防災組織は、地域住民の防災意識の啓発及び高揚並びに地域防災力の向上を図る

ため、研修等を行うよう努めるものとする。 

（自主防災組織による備蓄） 

第18条 自主防災組織は、災害発生に備えて、地域の実情に応じて必要となる資機材及び物資

を備蓄しておくよう努めるものとする。 

（市町等との連携） 

第19条 自主防災組織は、市町が行う高齢者等避難、避難指示及び緊急安全確保（以下「避難
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情報」という。）の発表等の基準、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合の市町との

役割分担等について、あらかじめ市町と協議し、災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合において、地域に密着した防災対策が円滑かつ効果的に実施されるよう努めるものとする。 

２ 自主防災組織は、防災対策に取り組むに当たっては、市町、事業者、公共的団体その他関

係団体と連携するよう努めるものとする。 

第三款 事業者 

（事業者の災害予防対策） 

第20条 事業者は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、来客者、従業員

等の安全を確保し、及び業務を継続するため、あらかじめ、防災対策の責任者及び災害が発生

し、又は発生するおそれがある場合に従業員がとるべき行動等を定めるとともに、従業員に対

して研修等を行うよう努めるものとする。 

（地域への協力） 

第21条 事業者は、その所有し、又は管理する施設を避難場所として使用することその他の防

災対策について、地域住民及び自主防災組織に積極的に協力するよう努めるものとする。 

（市町及び県への協力） 

第22条 事業者は、市町及び県が実施する防災対策の推進に協力するよう努めるものとする。 

第四款 学校等 

第23条 小学校、中学校、幼稚園又は保育所を設置し、又は管理する者は、児童、生徒又は幼

児が、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において自らの安全を確保することがで

きるように、災害及び防災に関する教育の実施に努めるものとする。 

第二節 市町及び県 

（防災意識の啓発等） 

第24条 市町は、住民の防災対策の実施を促すため、自主防災組織及び関係機関と連携し、防

災意識の啓発及び高揚並びに災害及び防災に関する知識の普及を図るものとする。 

２ 県は、前項の規定による施策の実施を支援するものとする。 

（災害情報の提供等） 

第25条 市町は、地形等災害情報を住民に提供するものとする。 

２ 市町は、災害予測を示した地図を作成し、及び住民に周知するものとする。 

３ 県は、前２項の規定による施策の実施を支援するものとする。 

４ 市町及び県は、災害状況を記録し、及び公表するものとする。 

（自主防災組織への支援） 

第26条 市町は、自主防災組織の結成及び活動に対し、必要な支援を行うものとする。この場

合において、市町は、自主防災組織の結成を目指している者及び自主防災組織の中心となって

活動している者に対する支援について、特に配慮するものとする。 

２ 県は、前項の規定による施策の実施を支援するものとする。 

（情報伝達体制の整備） 

第27条 市町は、あらかじめ、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合における当該災

害及び避難に関する情報の住民への提供並びに住民からの災害状況、住民の安否その他の情報
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の入手の手段を講じておくものとする。 

２ 市町は、あらかじめ、災害発生現象のために帰宅することが困難となり、又は移動の途中

で目的地に到達することが困難となった者が帰宅し、到達し、又は避難するために必要な情報

を提供するための体制を整備するものとする。 

３ 県は、あらかじめ、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合における気象、被害そ

の他の災害に関する情報の入手の手段を講じておくものとする。 

４ 県は、あらかじめ、前項に規定する情報を市町及び関係機関に提供するための手段を講じ

ておくものとする。 

５ 市町及び県は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合における情報の提供につい

て、あらかじめ報道機関と連携を図るものとする。 

（避難計画の作成等） 

第28条 市町は、あらかじめ、自主防災組織と連携して、災害発生現象の態様及び地域の特性

に応じた避難計画を作成するものとする。 

２ 前項に規定する避難計画には、市町が行う避難情報の発表等の基準、避難場所その他避難

のために必要な事項を定めるものとする。 

３ 市町は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合における指定避難所の運営につい

て、あらかじめ、指定避難所の所有者又は管理者及び自主防災組織と連携して、衛生、プライ

バシー保護その他の生活環境に配慮した行動基準を作成するものとする。 

４ 市町は、自主防災組織及び関係機関と連携して、第１項に規定する避難計画及び前項に規

定する行動基準を住民に周知するものとする。 

５ 市町は、あらかじめ、避難行動要支援者の把握及び個別避難計画（法第49条の14第１項に

規定する個別避難計画をいう。）の作成に努め、自主防災組織及び関係機関と連携して、避難

行動要支援者の支援を行うための体制を整備するものとする。 

６ 市町は、あらかじめ、関係機関と連携して、疾病等のために指定一般避難所（災害対策基

本法施行規則（昭和37年総理府令第52号）第１条の７の２第１項に規定する指定一般避難所を

いう。）では生活することができない住民が避難することができる施設を確保するものとす

る。 

（市町及び県による備蓄） 

第29条 市町及び県は、災害発生に備えて、避難者のために必要な物資を備蓄しておくものと

する。 

（地域防災力の強化） 

第30条 市町は、防災体制の整備、消防団の拡充その他の地域防災力の強化を図るものとす

る。 

（医療救護体制の整備） 

第31条 市町は、あらかじめ、医療救護計画を作成し、災害による傷病者への治療の拠点とな

る病院等（以下「救護病院等」という。）を指定するなど災害が発生した場合における医療救

護体制を整備するものとする。 

２ 県は、前項に規定する医療救護体制を支援するため、あらかじめ、救護病院等のみでは対
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応することができない傷病者に備えた広域救護病院の指定、医薬品、医療器具等を確保するた

めの体制の整備等広域医療救護体制を整備するものとする。 

（公衆衛生の確保） 

第32条 県は、あらかじめ、市町と連携して、災害が発生した場合に感染症の発生の予防及び

まん延の防止その他の公衆衛生を確保するための体制を整備するものとする。 

（輸送体制の整備） 

第33条 県は、あらかじめ、緊急輸送路を指定し、及び周知するとともに、関係事業者等との

間に協力に関する協定を締結するなど災害が発生した場合における備蓄物資等の輸送体制を整

備するものとする。 

（他の地方公共団体等との連携体制の整備） 

第34条 市町は、あらかじめ、他の市町、関係事業者等との間に応援等に関する協定を締結す

るなど災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に連携して活動するための体制を整備す

るものとする。 

２ 県は、あらかじめ、自衛隊、他の都道府県、関係事業者等との間に広域的な連携に関する

協定を締結するなど災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に迅速に被災地又は被災す

るおそれがある地域への支援を行うための体制を整備するものとする。 

（ボランティア活動への支援等） 

第35条 市町は、災害が発生した場合にボランティアによる防災活動（以下「ボランティア活

動」という。）に必要な場所、情報等の提供を行うことができるよう、あらかじめ対策を講じ

ておくものとする。 

２ 市町及び県は、ボランティア活動を目的としている団体と、平常時から連携を図るものと

する。 

３ 市町及び県は、ボランティア活動への参加について啓発を行うとともに、ボランティア活

動への参加方法、ボランティア活動時の注意事項等ボランティア活動を行うために必要な知識

の普及を図るものとする。 

（公共施設の整備） 

第36条 市町及び県は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に避難場所等として使

用されるその所有し、又は管理する施設について、計画的な耐震化及び非常電源設備等の整備

を行うものとする。 

２ 市町及び県は、道路、公園、河川、港湾等の施設について、防災上の観点から、定期的な

点検を行うとともに、計画的に整備するものとする。 

（職員への研修等） 

第37条 市町及び県は、その職員に対し研修等を行い、当該職員の災害及び防災に関する知識

の習得並びに防災意識の高揚を図るものとする。 

２ 市町及び県は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に的確かつ迅速に対応する

ことができるよう、あらかじめ、危機管理体制を整備するとともに、災害が発生し、又は発生

するおそれがある場合の行動等についてその職員に周知するものとする。 
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第三章 災害応急対策 

第一節 県民等 

（避難及び指定避難所） 

第38条 県民は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、自ら当該災害に関

する情報の収集に努め、必要と判断したときは自主的に避難するほか、市町が避難情報を発し

たときは速やかにこれに応じて行動するものとする。 

２ 指定避難所に滞在する者は、第28条第３項に規定する行動基準に従うものとする。 

３ 指定避難所の管理者等は、第28条第３項に規定する行動基準に従い、市町及び自主防災組

織と連携して指定避難所を運営するものとする。 

（車両使用の自粛等） 

第39条 県民は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、法、道路交通法

（昭和35年法律第105号）その他の法令の規定に基づき公安委員会又は警察官が行う車両の通

行の禁止その他の道路における交通の規制を遵守するほか、当該交通の規制が行われていない

道路においても車両の使用を自粛することにより、緊急通行車両の円滑な通行の確保等に協力

するよう努めるものとする。 

（危険建築物等の取扱い） 

第40条 県民は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、倒壊、附属物の落

下等の危険がある建築物又は工作物（以下「危険建築物等」という。）による被害の発生又は

拡大を防ぐため、速やかに危険建築物等から避難し、又は危険建築物等に近づかないものとす

る。 

２ 前項に規定する場合において、危険建築物等の所有者又は管理者は、必要に応じて当該危

険建築物等が危険である旨の表示を行うよう努めるものとする。 

（自主防災組織の災害応急対策） 

第41条 自主防災組織は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、地域において、

情報の収集及び提供、救助、避難誘導等を積極的に行うよう努めるものとする。 

（事業者の災害応急対策） 

第42条 事業者は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、来客者、従業員

等の安全を確保するとともに、地域住民及び自主防災組織と連携して情報の収集及び提供、救

助、避難誘導等を積極的に行うこと等により地域住民の安全を確保し、地域の被害を最小限度

にとどめるよう努めるものとする。 

第二節 市町及び県 

（応急体制の確立） 

第43条 市町及び県は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、的確かつ迅

速な避難、救助、医療等の応急対策が講じられるよう必要な応急体制を速やかに確立するもの

とする。 

（災害発生情報の収集、提供等） 

第44条 市町及び県は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、災害状況、

住民の安否その他の災害発生に関する情報を的確かつ迅速に収集するものとする。 
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２ 市町及び県は、それぞれ、収集した災害発生に関する情報をあらかじめ定める部局におい

て、集中して管理するものとする。 

３ 市町は、住民の安全かつ迅速な避難を促すため、第27条第１項に規定する情報の提供の手

段を活用して災害予測等の情報を提供するものとする。 

４ 市町は、収集した災害発生に関する情報を速やかに県に報告するものとする。 

５ 県は、収集した災害発生に関する情報を速やかに市町に提供するものとする。 

（県から市町への応援） 

第45条 県は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、市町から応急対策の

実施について応援を求められたときは、第34条第２項に規定する広域的な連携に関する協定を

活用する等により、速やかにその求めに応ずるものとする。 

 

第四章 防災対策の計画的な推進等 

（目標の設定及び実施状況の点検） 

第46条 県は、保有施設の耐震化その他の防災対策の数値目標を定め、及び公表するものとす

る。 

２ 県は、防災対策の実施状況を定期的に点検することによって取り組むべき課題を明らかに

し、その結果を公表するとともに、地域防災計画の見直しに当たっては、当該課題に配慮する

ものとする。 

３ 県は、市町の防災対策の実施状況について定期的に報告を求め、及びその内容を公表する

ものとする。 

（防災対策の点検） 

第47条 県民、自主防災組織、事業者及び学校等（以下「県民等」という。）は、自らの防災

対策を定期的に点検するよう努めるものとする。 

（防災訓練の実施） 

第48条 県民等並びに市町及び県は、各々又は相互に連携して、災害に対応する能力を向上さ

せるため、防災訓練を実施するよう努めるものとする。 

（県民防災週間） 

第49条 県民の防災意識の高揚及び防災対策の一層の充実を図るため、県民防災週間を設け

る。 

２ 県民防災週間は、この条例の施行の日（同日の属する年の翌年以後の年にあっては、同日

に応当する日）を初日とする一週間とする。 

３ 県民防災週間においては、県民等は、自らの防災対策の一層の充実に努めるものとする。 

４ 県民防災週間においては、市町及び県は、県民の防災意識の高揚のための活動の一層の充

実を図るものとする。 

附 則（平成18年７月15日 香川県条例第57号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年10月13日 香川県条例第23号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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高松市防災会議条例 

昭和38年７月12日 
               条例第１６号 

（趣  旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号。以下「法」という。）第16条

第６項の規定に基づき、高松市防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務および組織

に関し必要な事項を定めるものとする。  

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 高松市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

 水防法（昭和24年法律第193号）第33条第２高の規定に基づき、高松市水防計画に関し調

査審議すること。 

 市町の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

 全号に規定する重要事項に関し、市町に意見を述べること。 

 前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

（組 織 等） 

第３条 防災会議は、会長および委員をもって組織する。 

２ 会長は、市長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は50人以内とし、次に掲げる者のうちから市長が任命し、又は委嘱する。 

 法に基づき指定された地方行政機関のうち市長が指定するものの職員のうちから当該地方

行政機関の長が指名する者 

 香川県職員のうちから香川県知事が指名する者 

 市の区域の全部又は一部を管轄する警察署の長又はその長が指名する者 

 市副市長 

 市職員 

 市教育委員会教育長 

 市消防局長及び消防団長 

 法に基づき指定された公共機関及び地方公共機関のうち市長が指定するものの職員のうち

から当該機関の長が指名する者 

 自主防災組織（法第５条第２項に規定する自主防災組織をいう。）を構成する者 

 学識経験を有する者 

 前各号に掲げる者のほか、市長が特に必要と認める者 

６ 前項第１号から第３号まで及び第８号から第11号の委員の任期は、２年とする。ただし、

補欠の委員の任期は、その前任者の残任期間とする。 

７ 前項の委員は、再任されることができる。 
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（専門委員） 

第４条 防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、前条第５項第１号から第３号まで、第５号及び第８号に掲げる機関に属する

職員並びに同項第９号から第11号までに掲げる者のうちから、市長が任命し、又は委嘱する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されたものとする。 

（部  会） 

第５条 防災会議に、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。 

（委  任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事

項は、会長 が防災会議に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和49年６月17日条例第31号抄） 

この条例は、昭和49年７月１日から施行する。 

附 則（平成７年９月28日条例第34号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成12年３月27日条例第６号） 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成 19年３月 23日条例第２号抄） 

（施行期日） 

この条例は、平成 19年４月１日から施行する。 

附 則（平成 25年６月 27日条例第 28号） 

この条例は、交付の日から施行する。 

附 則（平成 26年３月 28日条例第３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 26年４月１日から施行する。 

（高松市水防協議会条例の廃止等） 

２ 高松市水防協議会条例（昭和 62年高松市条例第 19号）は、廃止する。 

３ この条例の施行の際現に水防法（昭和 24年法律第 193号）第 34条第４項後段及び前項の

規定による廃止前の高松市水防協議会条例の規定により任命され、又は委嘱された高松市水防

協議会の委員である者（この条例の施行の際現に高松市防災会議の委員である者を除く。）

は、この条例の施行の日に、改正後の第３条第５項の規定により、高松市防災会議の委員に任

命され、又は委嘱されたものとみなす。この場合において、その任命され、又は委嘱されたも

のとみなされる者の任期は、同条第６項本文の規定にかかわらず、平成 27年３月 31日までと

する。 

（高松市特別職の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 
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４ 高松市特別職の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和 31年高松市条例第 20号）の一部を

次のように改正する。 

（次のよう略） 
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高松市防災会議組織 

 

１ 会  長  高 松 市 長 

２ 委  員 

区     分 機    関    名 職         名 

高松市防災会議条例 

 第３条第５項第１号委員 

四国財務局 理財部主計課長 

中国四国農政局香川県拠点 副地方参事官（香川県拠点） 

四国地方整備局 統括防災官 

四国地方整備局 

香川河川国道事務所 
事務所長 

四国運輸局 総務部長 

大阪航空局高松空港事務所 空港事務所長 

高松地方気象台 気象台長 

高松海上保安部 海上保安部長 

〃 

 第３条第５項第２号委員 

香川県 危機管理課長 

香川県高松土木事務所 
防災・監督主幹（兼）市町土木技術

相談室長事務取扱 

〃 

 第３条第５項第３号委員 

高松北警察署 署長 

高松南警察署 署長 

高松東警察署  署長 

高松西警察署  署長 

〃 

 第３条第５項第４号委員 

高松市 副市長 

〃 副市長 

〃 

 第３条第５項第５号委員 

高松市 政策局長 

〃 市民局長 

〃 総務局長 

〃 財政局長 

〃 健康福祉局長 

〃 病院局長 

〃 環境局長 

〃 創造都市推進局長 

〃 都市整備局長 

〃 

 第３条第５項第６号委員 
高松市教育委員会 教育長 
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区     分 機    関    名 職         名 

高松市防災会議条例 

第３条第５項第７号委員 

高松市消防局 局長 

高松市消防団 団長 

〃 

 第３条第５項第８号委員 

日本赤十字社香川県支部 総務課長 

日本放送協会高松放送局 局長 

四国旅客鉄道(株) 鉄道事業本部安全推進室長  

ＮＴＴ西日本(株)香川支店 支店長 

四国電力送配電(株) 香川支社 ネットワークサービス部長 

四国ガス(株)高松支店 
取締役 執行役員 香川地域統括 

高松支店長 

高松琴平電気鉄道(株) 総務課長 

西日本放送(株) 総務局総務局長 

(株)四国新聞社 常務取締役編集局長 

(株)瀬戸内海放送高松本社 取締役専務執行役員 

(株)エフエム香川 総務部グループリーダー 

(一社)高松市医師会 理事 

(公社)香川県看護協会 専務理事 

香川県トラック協会 高松地区会事務局長 

〃 

 第３条第５項第９号委員 
高松市自主防災組織連絡協議会 会長 

〃 

 第３条第５項第10号委員 
香川大学 

名誉教授 四国危機管理教育・研究・

地域連携推進機構顧問 

〃 

 第３条第５項第11号委員 

陸上自衛隊第１４旅団 

第１５即応機動連隊 
連隊長 

高松市建設業協会 会長 

一般社団法人高松市コミュニティ

連合会 
理事 

高松市民生委員児童委員連盟 副会長 

高松市婦人団体連絡協議会 会長  

香川県広域水道企業団 高松ブロック統括センター所長 
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高松市防災会議運営要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，高松市防災会議条例（昭和38年高松市条例第16号）第６条の規定に基

づき，高松市防災会議（以下「防災会議」という。）の議事および運営に関し必要な事項を

定めるものとする。 

 （会議） 

第２条 防災会議の会議は，会長が招集し，会長は，その議長となる。 

２  防災会議の会議は，委員の半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３  防災会議の議事は，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決するところ

による。 

 （会議録） 

第３条  会長は，会議録を作成し，次に掲げる事項を記録するものとする。 

  (１) 会議の日時および場所 

 (２)  出席者の職名および氏名 

 (３)  付議案件および会議の経過 

 (４)  議決事項 

 (５)  前各号に掲げるもののほか，会長が必要と認める事項 

 （代理者） 

第４条 委員は，やむを得ない事情により防災会議の会議に出席できないときは，代理者を

出席させることができる。 

２ 委員は，あらかじめ前項の代理者を指名し，会長に届け出なければならない。 

（専決処分） 

第５条  会長は，防災会議が処理すべき事項のうち，次に掲げる事項について，専決処分す

ることができる。 

 (１)  災害が発生した場合の災害応急対策および災害復旧に係る関係機関相互間の連絡調整

に関すること。 

 (２)  関係機関の長に対し，資料または情報の提供，意見の陳述その他の必要な協力を求め

ること。 

 (３)  前２号に掲げるもののほか，軽易な事項に関すること。 

２  会長は，前項の規定により専決処分したときは，防災会議にその旨を報告しなければな

らない。 

（部会） 

第６条  防災会議の部会長は，部会の事務を処理する。 

２  部会長に事故があるとき，または部会長が欠けたときは，部会に属する委員のうちか

ら，部会長があらかじめ指名する者が，その職務を代理する。 

３ 防災会議は，その定めるところにより，部会の決議をもって防災会議の決議とすること
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ができる。 

４ 前項の場合において，部会長は，その決議した内容を，会長に報告しなければならな

い。 

（幹事会） 

第７条 会長は，防災会議又は部会の所掌事務を遂行するため，幹事会を置くことができ

る。 

２ 幹事は，防災会議委員が所属する機関の職員のうちから，会長が任命し，または委嘱す

る。 

３ 幹事会に幹事長を置き，会長が指名する幹事をもって充てる。 

４ 幹事会の会議は，幹事長が招集し，幹事長は，その議長となる。 

 （庶務） 

第８条 防災会議の庶務は，高松市総務局危機管理課において行う。ただし，部会の庶務

は，当該部会が処理する事項を所掌する高松市の所属において行う 

 （委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，会長が定める。 

 

   附 則 

 この要綱は，昭和39年５月25日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成８年４月24日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成20年10月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成24年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成26年４月１日から施行する。 
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高松市災害対策本部条例 

昭和38年10月１日  
条 例 第 1 8 号          

 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第23条の２第８項の規定に基

づき、高松市災害対策本部（以下「本部」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

第２条 高松市災害対策本部長（以下「本部長」という。）は、本部の事務を総括し、その職

員を指揮監督する。 

２ 高松市災害対策副本部長（次項において「副本部長」という。）は、副市長をもって充て

る。 

３ 副本部長は本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

４ 高松市災害対策本部員は、本部長の命を受け、本部の事務に従事する。 

第３条 本部長は、必要があると認めるときは、本部に部を置くことができる。 

第４条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、本部長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成８年３月27日条例第５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 19年３月 23日条例第２号抄） 

この条例は、平成 19年４月１日から施行する。 

附 則（平成 24年９月 28日条例第 72号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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高松市災害対策本部運営要綱 

 

第１条 この要綱は、高松市災害対策本部条例（昭和38年高松市条例第18号）第４条の規定に

基づき、高松市災害対策本部（以下「本部」という。）の運営に関し、必要な事項を定めるも

のとする。 

第２条 高松市災害対策本部員（以下「本部員」という。）は、市長部門の局長、消防局長、

病院局長、教育長、教育局長及び市議会事務局長をもって充てる。 

第３条 本部の事務を分掌させるため、一般災害（地震災害以外の災害をいう。以下同じ。）

の場合においては本部事務局及び班を、地震災害の場合においては総合司令室及び班を置く。 

２ 班に班長及び副班長を置く。 

３ 班長は、高松市災害対策本部長（以下「本部長」という。）の命を受けて班の事務を掌理

し、副班長は班長を補佐し、班長に事故あるとき、または班長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

第４条 本部の編成及び所掌事務は、一般災害の場合においては別表第１のとおりとし、地震

災害の場合においては別表第２のとおりとする。 

第５条 災害対策に関する重要な事項を協議の上決定し、その推進を図るため、本部に本部会

議を置く。 

２ 本部会議は、本部長、高松市災害対策副本部長及び本部員をもって組織する。 

３ 本部会議は、本部長が必要に応じ招集し、これを総理する。 

第６条 本部の庶務は、総務局危機管理課において行う。 

第７条 この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が定める。 

附 則 

この要綱は、昭和39年５月25日から施行する。 

附 則 

この要綱は、昭和52年７月15日から施行する。 

附 則 

この要綱は、昭和56年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成元年８月14日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成５年９月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成20年10月1日から施行する。 
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別表第１（第４条関係）省略 ※地域防災計画第３章第２節第２（高松市災害対策本部の組

織・分掌事務）参照 

別表第２（第４条関係）省略 ※地域防災計画（地震対策編）第３章第２節第２（高松市災害

対策本部の組織・分掌事務）参照 

   附 則 

 この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

 


